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Ⅰ. 厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

総括研究報告書 
がん登録を利用したがん検診の精度管理方法の検討のための研究 

 
研究代表者 松坂方士  国立大学法人弘前大学医学部附属病院 准教授 

 
研究要旨 
がん検診によってがん死亡率を低下させるためには、評価指標を設定して徹底的に精度管理するこ

とが必要である。感度や特異度など、がん検診データとがん登録データを照合することで得られる指
標は、精度管理を実施する上では極めて重要であるものの、個人情報の保護などの理由からわが国で
はあまり算出されることはなかった。この状況を改善し、感度や特異度などの強力な指標をがん検診
の精度管理で利用できる環境を準備するのが本研究班の目的である。今年度の研究班活動では、新規
にデータ照合事業を開始する際の課題とその解決策についての事例を収集し、来年度もさらに多くの
事例を収集する見込みである。また、データ照合のための標準的な手順や指標なども整理し、実際に
1 都 3県でデータ照合による精度管理を実施した。以上より、データ照合の開始から実際の精度管理
までの一貫したプロセスの整備が進展しているものと考えられた。 

研究分担者 
雑賀公美子（国立大学法人弘前大学・大学院医
学研究科・客員研究員） 

松田智大（国立研究開発法人国立がん研究セン
ター・がん対策研究所国際政策研究部・部長） 

高橋宏和（国立研究開発法人国立がん研究セン
ター・がん対策研究所検診研究部検診実施管
理室・室長） 

斎藤 博（青森県立中央病院・医療顧問） 

京 哲（国立大学法人島根大学・医学部産婦人
科学・教授） 

金村政輝（地方独立行政法人宮城県立病院機構
宮城県立がんセンター・がん疫学・予防研究 

部・ 研究所がん疫学・予防研究部 部長） 

柴﨑智美（学校法人埼玉医科大学・医学部医学
教育センター・教授） 

井口幹崇（公立法人和歌山県立医科大学・医学
部内科学第 2講座・准教授） 

田中里奈（国立大学法人弘前大学大学院医学研
究科・助教） 

Ａ．研究目的 
本研究の目的は、青森県、和歌山県および島根県

での先行事例を最大限に活用して、がん登録情報
を利用したがん検診の精度管理を全国の市町村に
実装する体制を整備することである。具体的には、
これら先行 3 県の事例を基にしてがん登録情報を
がん検診の精度管理に利用するために必要な項目
をリストアップし、標準的な手順と、信頼性のある
結果を得るための基準と精度指標を設定する。先
行 3県や宮城県など、研究班でデータ照合・精度管
理事業を支援している自治体では、この標準的な
手順にしたがって精度指標を算出する。また、新規
にこの事業を展開する自治体で、実装支援として
この標準的な手順や精度管理の手法を適用し、経
過や算出された精度指標を公開する。この際、がん
登録情報やがん検診情報の特徴を考慮した上での
標準的な指標の解釈も示し、一般市民のがん検診
に対する正しい理解の促進を促す。 
がん検診によってがん死亡率を減少させるため

には、科学的根拠があるがん検診手法を選択する
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ことと、評価指標を設定して徹底的に精度管理す
ることが必須である。がん検診の主たる評価指標
の中でも特に感度は重要であるが、わが国ではそ
の算出に不可欠であるがん登録情報とがん検診情
報との照合がほとんど実施されておらず、これま
で実測することはほぼ不可能だった。このことが、
がん検診によって対象がんの死亡率を減少させて
いる諸外国とわが国との最大の差である。 
そのような中で、平成 28年の「がん登録等の推

進に関する法律」施行により、市町村はがん登録情
報の利用が認められ、積極的な精度管理が可能に
なった。ただ、実際にはがん登録情報とがん検診情
報とを照合する際には多くの障害がある。本研究
の研究分担者は、平成 26-31 年度に厚生労働省科
学研究費補助金がん対策推進総合研究事業におい
てがん登録情報を用いて市町村のがん検診事業を
評価するための体制の条件を検討し、1）がん検診
精度管理事業の体制整備、2）データ照合場所と個
人情報の取り扱い、3）照合データの正確な解釈、
を整理すれば実施可能であることを明らかにした。
本研究がこれらの条件をクリアする標準的な手順
を示し、精度管理のための重要な評価指標の算出
を可能にすることで、全国の市町村で評価指標を
設定してがん検診体制を徹底的に精度管理する体
制を整備することが可能になる。 
 
Ｂ．研究方法 
(A) がん検診の精度管理にがん登録情報を利用す

るための都道府県および市町村の機能強化と
評価手法の標準化（松坂、松田、雑賀、斎藤、
田中が担当） 

1) 厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合
研究事業）「都道府県がん登録の全国集計デー
タと診療情報等の併用・突合によるがん統計整
備及び活用促進の研究」（研究代表者：松田智大）
でのがん登録情報を用いたがん検診事業評価
に関する検討では、精度管理・事業評価の実施
主体（都道府県か市町村か）や実施体制のパタ
ーン別に課題が整理された。がん登録情報は都
道府県、がん検診情報は市町村の管理であるた
め、がん検診精度管理のためにこれらを照合す

る際には、実施主体が他方の情報を利用するた
めの体制整備（個人情報取り扱いのための規約、
手続きなど）が必要となる。また、実際の照合
作業は全国がん登録データベースの利用が想
定されるが、島根県や和歌山県の事例から、が
ん登録室が外部に委託されている場合には追
加の体制整備が必要であることが分かってい
る。青森県や島根県の事業から、市町村ががん
検診情報を格納するデータベースの機能や抽
出される情報形式がベンダー等により異なる
ことが明らかになっており、照合作業のために
は市町村のがん検診データベースの確認が重
要である。このような検討を元に、令和 3 年度
にはがん検診精度管理の手順（図１）を設定し
た。令和４年度には、これを実現するための具
体的な基準・指標の案を設定した。 

2) 青森県（松坂、田中）、島根県（京）、宮城県（金
村）、和歌山県（井口）などのモデル地域におい
て、1）で作成した基準・指標と照合のための課
題に関する調査を行い、その妥当性を評価した。 

 
(B) がん登録情報とがん検診情報の照合データを

用いたがん検診事業の評価手法の整理、およ
び評価指標と解釈の提示（松坂、松田、雑賀、
斎藤、高橋、田中が担当） 

1) 標準的な手法でがん検診事業の評価を行い、感
度や特異度などを算出するための具体的な方
法について記述した。 

2) がん検診情報は市町村やデータベースのベン
ダー等によって定義や形式が異なり、それらの
取り扱いについて取りまとめることとした。 

3) 照合で得られた感度、特異度やその他の指標の
正確な解釈を検討し、それらを含めて精度管理
のフォーマットを取りまとめた。 

 
(C) がん登録情報を用いたがん検診精度管理のモ

デル地域での実装（松坂、雑賀、斎藤、京、金
村、柴崎、井口が担当） 

1) 全国の自治体の担当者を対象に、研修会等でが
ん登録情報とがん検診情報の照合による精度
管理を実施した自治体の事例紹介を行い、新た
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に事業展開を希望する地域を抽出した。 
2) 新規の地域において実際にデータ照合による

がん検診事業の精度管理を実施し、課題達成の
ためにこれまでに明らかになっていない点の
抽出や事例収集を行った。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究では人体から採取された試料や個人情報

に関連する情報等は用いず、公表されている資料
のみで実施するため、倫理上の問題は発生しない。 
 
Ｃ．研究結果 
(A) がん検診の精度管理にがん登録情報を利用す

るための都道府県および市町村の機能強化と
評価手法の標準化（松坂、松田、雑賀、斎藤、
田中が担当） 

1) がん検診の精度管理の手順と、これを実現する
ための基準・指標の設定 
がん検診情報とがん登録情報の照合によるがん

検診の精度管理体制を全国に普及させるために、
第 4 次対がん総合戦略研究事業終了時（令和 9 年
度）までに実現すべき目標と基準を 8分野、4 段階
に分けて設定した。（分担研究報告 がん登録を利
用したがん検診精度管理評価の実施に関する目標
と基準 参照） 
また、先行事例（青森県、和歌山県、島根県）等

から、データ照合に必要ながん登録情報（資料１）
とがん検診情報（資料２）、およびそれらの定義を
まとめた。 
市町村が保有するがん検診情報には他に基準と

なるデータが存在せず、単独で精度を定量化して
照合データから得られる集計値の信頼性を評価す
ることは困難だった。そのため、照合データからが
ん検診事業の評価対象としては不適切な受診者や
がんを定義して評価から除外し（資料３）、その除
外数と内訳を報告して集計値の信頼性の指標とす
ることとした。また、その他に照合データから得ら
れる集計値の信頼性を損なう可能性がある受診者
やがんを定義し（資料４）、その数も報告して集計
値の信頼性の指標とすることとした。 
 

2) モデル地域における基準・指標と照合のための
課題に関する調査 
青森県（13 市町村）、島根県（5市町）、和歌山県

（1市）、宮城県（1市）では、昨年度までに集計作
業が終了している。現在は各県・各市町村での手続
きを進め、この後に詳述するがん検診事業の精度
管理のための指標と集計値の信頼性の指標を公表
する。（分担研究報告 青森県における進捗状況 
和歌山県と島根県における進捗状況と今後の展望 
参照） 
宮城県では、昨年度から 1 市 1 部位（肺）でデ

ータ照合事業が開始されたが、今年度さらに 1 市 3
部位（胃、大腸、肺）で新規にデータ照合を実施し
て精度管理指標を算出した。（分担研究報告 宮城
県における進捗状況 参照） 
 
(B) がん登録情報とがん検診情報の照合データを

用いたがん検診事業の評価手法の整理、およ
び評価指標と解釈の提示 

1) 感度・特異度の算出方法 
感度や特異度を比較できる形で算出するために

は、市町村が保有するがん検診情報と全国がん登
録情報の (1)がん罹患の有無、(2)がん検診・陽性、
(3)がん検診・陰性、(4)がん検診受診日からのフォ
ローアップ期間、(5)がん検診受診前のがん罹患、
(6)同一年度内、同一がん検診の受診回数 から受診
者の 4 区分（偽陰性者、真陰性者、偽陽性者、真陽
性者）を定義して感度、特異度を算出する必要があ
る。研究班では、指標を算出する集計作業を市町村、
あるいは都道府県（都道府県がん登録室）の両方が
行う可能性があることを想定し、行政職でも利用
可能な内容での感度・特異度算出マニュアルを作
成した。（分担研究報告 がん検診事業における感
度・特異度算出マニュアル 参照） 
また、その他に、感度・特異度と共に報告すべき

精度指標とその解釈の雛形を取りまとめ、自治体
が精度管理事業の一環として感度・特異度等を公
表する際に添付するための説明文書も作成した。
（分担研究報告 感度・特異度の信頼性に関する
評価指標とその解釈について 参照） 
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2)ベンダー等による定義や形式の取りまとめ 
現在、デジタル庁により地方公共団体の基幹業

務システムの統一・標準化が進行している。
（https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/
basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a 
43-9ad5-095b7c45100c/6dbf8e35/20221007_poli 
cies_local_governments_policy_02.pdf）多くの市町
村では住基ネットと紐づいた基幹業務システムの
中でがん検診情報データベースが運用されており、
現在、全国の市町村でがん検診情報がベンダーに
依存しない形式に統一されている途中である。こ
の段階でデータベースのベンダーによるデータ形
式の違い等を調査し、それに対応する取り扱いを
取りまとめても無駄になることが予想されるため、
研究班ではこの作業を中止した。 
なお、本検討項目は市町村のがん検診情報がデ

ータベースのベンダー等によって形式が異なり、
全国がん登録データベースでの照合作業やその精
度に大きく影響するために設定したものである。
基幹業務システムの統一・標準化が実現されれば
自動的に本検討項目が整理される。 
 
3) 感度、特異度やその他の指標の正確な解釈の検

討と精度管理フォーマットの公表 
青森県（13 市町村）のがん検診精度管理・事業

報告書は既に作成済みであり、青森県での公表に
関する手続き中である。その中には、研究班の定義
にしたがって算出した感度・特異度と、それについ
ての解釈が記載されている。感度・特異度の解釈は、
主に『スクリーニング 健診、その発端から展望ま
で』（アンジェラ・ラッフルズ、ミュア・グレイ・
著、福井次矢、近藤達也、高原亮治・監訳、同人社
（東京都港区）、ISBN978-4-904150-03-0）、『スク
リーニングプログラム：ガイドブック 効果を高
め、利益を最大化し、不利益を最小化する』（世界
保健機関欧州地域事務局・編、松坂方士、雑賀公美
子・訳、斎藤博・監訳、弘前大学出版会（弘前市）、
ISBN978-4-907192-99-0）を引用して論じられて
いるため、がん検診の指標の解釈としては普遍的
で汎用性があり、フォーマットとして適切である。
（分担研究報告 青森県における進捗状況 感

度・特異度の信頼性に関する評価指標とその解釈
について 参照） 
 
(C) がん登録情報を用いたがん検診精度管理のモ

デル地域での実装 
1) 研修会での事例紹介と新たな地域の抽出 
昨年度事業で実施した全国の都道府県の全国が

ん登録担当課と都道府県がん登録室へのアンケー
トや、国立がん研究センター開催の研修会等での
本研究班の研究内容の紹介、および研究分担者の
各自治体への個別の情報提供などに応じて、以下
の自治体がデータ照合によるがん検診の精度管理
事業を開始することとなった。 
・ 宮城県（2市）：1 市は昨年度から 1部位（胃）
で事業を開始していた。1 市は今年度から 3
部位（胃、大腸、肺）について事業を開始し
た。いずれも、研究分担者の支援によって集
計作業を行った。 

・ 東京都（1 市 1 区）：いずれも今年度に事業を
開始した。1市は研究班が作成した感度・特
異度算出マニュアルを利用して行政職が集
計作業を行った。1区は研究班の支援によっ
て集計作業を行った。 

・ 愛媛県（10 市町村）：来年度から事業を開始
することとして、県庁、市町村役場、県がん
登録室で役割分担等について連絡調整中で
ある。 

なお、これまで研究班が支援してきた自治体で
の実施主体やデータの流れ（資料利用申請、照合、
集計）などの類型をまとめ（資料 5）、新たに事業
開始を検討する自治体に対して簡潔に事例提示で
きるようにした。これにより各々の自治体の個人
情報保護体制や都道府県間登録室の体制に応じた
事業の類型を提案し、事業開始に向けたスムーズ
な体制づくりが可能になった。 
 
2) 新規地域でのがん検診事業の評価、課題達成の

ための課題抽出、事例収集 
研究班からの働きかけに応じて 14市区町村が新

規にデータ照合によるがん検診の精度管理事業を
開始、あるいは開始予定である。事業を開始するた
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めの都県や市区町村、都県がん登録室での議論の
中では、以下の点が検討課題として取り上げられ
た。 
・ 法的根拠（対策型検診は健康増進法十九条の

２、都道府県からのがん登録情報の提供は健
康増進法十九条の３およびがん登録推進法
十九条、がん検診の精度管理はがん予防重点
健康教育及びがん検診実施のための指針（健
発第 0331058号 厚生労働省健康局長通知）、
感度・特異度の算出は同指針別添（事業評価
のためのチェックリスト）） 

・ 個人情報の取り扱い（都県がん登録室では全
国がん登録事業として個人情報の安全管理
措置が徹底されている。都県では個人情報を
扱うことはない。市区町村では、提供された
ががん登録データの取り扱いに関して要領
が必要と整理された場合があり、研究班の支
援下で個人情報取扱要領が整備された。） 

・ 集計作業（最終的には研究班の支援なしで集
計されるのが理想的である。研究班では、あ
る程度の集計スキルがある自治体やがん登
録室に算出マニュアルを配布し、意見を収集
してマニュアルをバージョンアップさせる
ことで、マニュアルを参照しながら各自治体
が自律的に集計作業を実施できる環境を整
備することとした。） 

・ がん予防重点健康教育及びがん検診実施の
ための指針に記載されていないがん検診（い
わゆる指針外検診）ではデータ照合を実施し
ない（がん検診事業は、アセスメント（指針
に記載されているがん検診の実施）→マネジ
メント（精度管理）の順に進行するものであ
る。指針外検診はアセスメントで失敗してい
るため、マネジメントの対象ではない。その
ため、データ照合は実施しない。） 

 
D．考察 
(A) がん検診の精度管理にがん登録情報を利用す

るための都道府県および市町村の機能強化と
評価手法の標準化（松坂、松田、雑賀、斎藤、
田中が担当） 

1) がん検診の精度管理の手順と、これを実現する
ための基準・指標の設定 
信頼性のある照合結果と精度管理のための指標

を得るためには、いずれの情報も精度の高いもの
でなければならない。全国がん登録情報は法制化
により十分に精度が高いとみなしうるが、市町村
が保有するがん検診情報の精度に関しては、本研
究班の活動開始以前は検討されてこなかった。 
がん登録情報の精度は死亡情報と照合すること

で DCI 症例（死亡情報によって初めてがん罹患者
であることが判明した症例）割合によって精度を
評価することが可能だが、がん検診情報には精度
評価のために照合すべきデータがなく、単独での
精度評価は困難であり、これを利用して算出され
る集計値である感度・特異度の信頼性を評価する
ことも困難である。ただし、がん検診の不適切な受
診者やがんの集計により、おおむね信頼性の評価
は可能であると考えられた。 
 
2) モデル地域における基準・指標と照合のための

課題に関する調査 
青森県では過去に算出した感度と大きく値が異

なっており、全国がん登録データの精度が大きく
影響しているものと考えられた。今後もデータ照
合と指標の算出を実施する見込みであり、検討の
ためのデータはさらに増加する。 
宮城県の取り組みから、新規にデータ照合を開

始する際に、市区町村や都道府県ではどのような
ことが課題になるのか、個人情報をどのように保
護すればよいのかについて、さらに知見が集積さ
れた。 
 
(B) がん登録情報とがん検診情報の照合データを

用いたがん検診事業の評価手法の整理、およ
び評価指標と解釈の提示 

1) 感度、特異度の算出方法 
今後、がん登録情報を利用したがん検診事業の

精度管理を推進する過程では、個人情報の保護等
をクリアして都道府県がん登録室でデータ照合を
実施した後、どこが感度・特異度の算出のための集
計を実施するかが大きな課題になると考えられる。
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そのため、本研究班で作成した感度・特異度算出マ
ニュアルを多くの自治体で利用してブラッシュア
ップすることで汎用性が高まり、全国の行政職が
利用できるマニュアルになると期待される。都道
府県がん登録室は行政職よりも集計作業に習熟し
ていると思われるため、行政職が利用可能なマニ
ュアルは、都道府県がん登録室でも利用が可能で
ある。 
 
2) ベンダー等による定義や形式の取りまとめ 
全国で同一のデータ形式でがん検診情報が出力

可能になれば、全国がん登録システムでの照合が
容易になり、がん登録情報のがん検診事業への利
用が促進されるものと期待される。 
 
3) 感度、特異度やその他の指標の正確な解釈の検

討と精度管理フォーマットの公表 
感度・特異度をはじめ、精度管理の評価指標に関

しては誤解が多く、そもそもがん検診に関する理
解が普及していないことがその背景にある。その
ため、評価指標はそれに関する解釈を付して公表
することは必要であるが、がん検診全体に関する
知識に普及も重要であると考えられた。 
 
(C) がん登録情報を用いたがん検診精度管理のモ

デル地域での実装 
1) 研修会での事例紹介と新たな地域の抽出 
今年度の研究班活動で首都圏（東京都 1市 1区）

で新規に事業が開始されたことは重要で、地方都
市だけでなく全国の自治体でのがん検診精度管理
にデータ照合が応用可能であることが実証された
と考えられる。 
 

2) 新規地域でのがん検診事業の評価、課題達成
のための課題抽出、事例収集 

今後の検討課題では、①集計作業をどこが実施
するのか、②個人情報保護法やがん登録推進法な
どの法的課題、の２つが主要なものと思われる。①
は感度・特異度算出マニュアルである程度はクリ
ア可能であるが、②は厚生労働省等の明確な整理
が必要なものもあると考えられる。 

 
Ｅ．結論 
がん検診によってがん死亡率を低下させるため

には、評価指標を設定して徹底的に精度管理する
ことが必要である。感度や特異度など、がん検診デ
ータとがん登録データを照合することで得られる
指標は、精度管理を実施する上では極めて重要で
あるものの、個人情報の保護などの理由からわが
国ではあまり算出されることはなかった。この状
況を改善し、感度や特異度などの強力な指標をが
ん検診の精度管理で利用できる環境を準備するの
が本研究班の目的である。今年度の研究班活動で
は、新規にデータ照合事業を開始する際の課題と
その解決策についての事例を収集し、来年度もさ
らに多くの事例を収集する見込みである。また、デ
ータ照合のための標準的な手順や指標なども整理
し、実際に 1 都 3 県でデータ照合による精度管理
を実施した。以上より、データ照合の開始から実際
の精度管理までの一貫したプロセスの整備が進展
しているものと考えられた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
本研究では人体から採取された試料や個人情報

に関連する情報等は用いない。 
 
Ｇ．研究発表 
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2) Wakiya T, Ishido K, Kimura N, Nagase H, 
Kanda T, Ichiyama S, Soma K, Matsuzaka M, 
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ウム（2023 年 10 月．山梨県甲府市） 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 

なし 
２．実用新案登録 

なし 
３．その他 
なし 
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図１ がん検診精度管理・事業評価の手順 
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資料１ データ照合に必要ながん登録情報とその定義 

1. 対象がん罹患の有無 
わが国では、対策型検診として胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、乳がん検診、

子宮頸がん検診が実施されている。全国がん登録ではがん種の局在情報を国際疾病分類腫
瘍学第 3版（ICD-O-3）の定義にしたがってコード化してデータベースに保存しているた
め、各がん検診における対象がんを以下のように ICD-O-3 によって定義し、がん検診受
診者に全国がん登録情報が存在しない場合に対象がんの罹患がないと判定することとした。 
 
① 胃がん検診：C16（胃） 

C16.0（噴門）、C16.1（胃底部）、C16.2（胃体部）、C16.3（胃前庭部）、C16.4（幽門）、
C16.5（胃小彎）、C16.6（胃大彎）、C16.8（胃の境界部病巣）、C16.9（胃、NOS*）が含ま
れる。 
 
NOS*：Not Otherwise Specified の略であり、他に何らの説明や記載のないものや詳細不

明のもののこと。 
 
② 大腸がん検診：C18（結腸）、C19（直腸 S状結腸移行部）、C20（直腸） 

C18.0（盲腸）、C18.1（虫垂）、C18.2（上行結腸）、C18.3（右結腸曲）、C18.4（横行結
腸）、C18.5（左結腸曲）、C18.6（下行結腸）、C18.7（S 状結腸）、C18.8（結腸の境界部病
巣）、C18.9（結腸、NOS）、C19.9（直腸 S 状結腸移行部）、C20.9（直腸、NOS）が含ま
れる。 
 
③ 肺がん検診：C33（気管）、C34（肺） 

C33.9（気管）、C34.0（主気管支）、C34.1（上葉、肺）、C34.2（中葉、肺）、C34.3（下
葉、肺）、C34.8（肺の境界部病巣）、C34.9（肺、NOS）が含まれる。 
 
④ 乳がん検診：C50（乳房） 

C50.0（乳頭）、C50.1（乳房中央部）、C50.2（乳房上内側 4 分の 1）、C50.3（乳房下内
側 4 分の 1）、C50.4（乳房上外側 4 分の 1）、C50.5（乳房下外側 4 分の 1）、C50.6（乳腺
腋窩尾部）、C50.8（乳房の境界部競争）、C50.9（乳房、NOS）が含まれる。 
 
⑤ 子宮頸がん検診：C53（子宮頸） 

C53.0（子宮頸内膜）、C53.1（子宮頸外部）、C53.8（子宮頸の境界部病巣）、C53.9（子
宮頸、NOS）が含まれる。 
 
2. 診断日 
全国がん登録では、当該がんの診断のために実施した検査のうち、「がん」と診断する根

拠となった検査を実施した日を診断日と定義している。診断のために複数の検査を実施し
た場合には、各検査を下記の７つに分類し、最も数字の小さい検査を実施した日を診断日
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とする。 
 
① 原発巣の組織診（原発巣と考えられる部位から採取された標本の病理組織診により「が

ん」と診断された場合） 
② 転移巣の組織診（転移巣と考えられる部位から採取された標本の病理組織診により「が

ん」と診断された場合） 
③ 細胞診（病理組織診では「がん」の診断なく、喀痰や腟分泌物による剥離細胞診、内

視鏡検査による擦過/吸引細胞診や洗浄細胞診より「がん」と診断された場合） 
④ 部位特異的腫瘍マーカー（がん検診の対象がんでは適用となる場合はない） 
⑤ 臨床検査（画像診断を含む） 
⑥ 臨床診断（①～⑤を伴わずに「がん」と診断した場合） 
⑦ 不明（「がん」と診断された検査が不明な場合） 
 
3. 進展度・総合 
全国がん登録では、米国の Surveillance Epidemiology and End Results（SEER）Summary 

Staging Manual 2000 をわが国の実情に合わせて修正した進行度分類である進展度を採用
している。また、国際対がん連合（UICC）TNM分類と同様に、進展度には進展度・治療
前と進展度・術後病理学的の 2 通りの分類がある。進展度・総合とは、進展度・術後病理
学的に a)b)c)d)e)h)が登録されている場合はそちらを採用し、f)が登録されている場合に
は進展度・治療前を採用したものである。 
 
(1) 進展度・治療前 
① 上皮内（組織の基底膜下にがん細胞が入り込んでいない状態） 
② 限局（がんが発生元の器官に限定して存在する状態） 
③ 領域リンパ節転移（がんの発生元の器官と直結したリンパ路をもつリンパ節への転

移が認められる状態） 
④ 隣接臓器浸潤（がんが発生元の器官と隣接する器官の境界を越えて進展した状態） 
⑤ 遠隔転移（がん細胞が発生元の器官から離れて身体の他の部位に移動し、新しい病

巣において増殖を始めている状態） 
⑥ 該当せず（がん検診の対象がんでは適用となる場合はない。） 
⑦ 不明 

 
(2) 進展度・術後病理学的 
① 上皮内（組織の基底膜下にがん細胞が入り込んでいない状態） 
② 限局（がんが発生元の器官に限定して存在する状態） 
③ 領域リンパ節転移（がんの発生元の器官と直結したリンパ路をもつリンパ節への転

移が認められる状態） 
④ 隣接臓器浸潤（がんが発生元の器官と隣接する器官の境界を越えて進展した状態） 
⑤ 遠隔転移（がん細胞が発生元の器官から離れて身体の他の部位に移動し、新しい病

巣において増殖を始めている状態） 
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⑥ 手術なし又は術前治療後（当該がんの手術が自施設で行われなかった場合、または
手術の前に初回の治療が開始された場合） 

⑦ 該当せず 
⑧ 不明 

 
4. 発見経緯 
当該がんが診断される発端となった状況を、以下の 5つに分類した項目である。 

 
(1) がん検診・健康診断・人間ドック（市区町村が実施する「がん検診」の他、老人健康

診査や自主的に受診する健康診断、あるいは人間ドックでの結果により、医療機関を
受診した場合。） 

(2) 他疾患の経過観察中の偶然発見（他の疾患で経過観察中に実施された検査などにより、
偶然発見されたもの。） 

(3) 剖検発見（死体解剖で初めて診断された場合） 
(4) その他（上記に当てはまらない場合であり、自覚症状による受診を含む） 
(5) 不明 
 
5. 診断日の日付精度 
医療機関は診療記録等を確認して診断日を判定し、全国がん登録に届け出ている。しか

し、場合によっては曖昧な記録しか存在しないために、日付の一部分または全部が不明と
して届けられることがある。そのような場合に対応するため、全国がん登録では日付情報
の信頼性を日付精度としてデータベースに記録している。 
 
0 完全な日付 
1 閏年以外の 2月 29日 
2 日のみ不明（データベースには 15 日と記録されている） 
3 月を推定 
4 月･日が不明（データベースには 7月 2 日と記録されている） 
5 年を推定 
9 日付なし 
 
6. 組織型 
全国がん登録では、がん組織の形態情報（組織型）を ICD-O-3の定義にしたがってコー

ド化し、データベースに保存している。ICD-O-3 形態コードは、4 桁の細胞型コード、1
桁の性状（上皮内、浸潤）コード、1 桁の分化度コードの組み合わせであるが、報告の際
には和文にデコードすることとした。（例：M8211/32 → （浸潤性）中分化型管状腺癌） 
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資料２ データ照合に必要ながん検診情報とその定義 

対策型検診において、精度管理などを目的として市町村は多くの情報を収集している。
そのうち、感度・特異度の算出のために、以下の情報を利用することとした。 
 
1. がん検診受診日 
がん検診の対象者が、がん検診を受診した日である。がん検診受診日が不明確である（市

町村の情報が不完全である）場合、月はそのまま採用し、日は 15 日とすることとした。 
 
2. がん検診の結果 
検査の結果に基づいて判定された、要精検（陽性、がん疑いあり）か異常なし（陰性、

がん疑いなし）かのいずれかである。 
これら 2つ以外の用語で判定している市町村の場合は、がん疑いありと考えられる用語

での判定を要精検（陽性）、すぐに精検を求めていない用語での判定を異常なし（陰性）と
判断することとした。これまで、研究班が各地の対策型検診の感度、特異度等を算出する
取り組みを支援した際に把握した「要精検（がん疑いあり）」「異常なし（がん疑いなし）」
以外の結果と、それらをどちらに分類したのかを表 1に示した。 
なお、市町村が以下に示すような検査結果（要精検・異常なし判定の基となる情報）を

記録していた場合には、それらから直接得られる結果を優先して採用することとした。 
 大腸がん検診：免疫学的便潜血検査 定量値、あるいは定性的判定 
 乳がん検診：マンモグラフィー読影結果のカテゴリー分類 
 子宮頸がん検診：スメア細胞診のベセスダ分類 

 
3. 精検受診日 
がん検診の結果が要精検であった場合に、医療機関で精検が実施された日である。これ

は、精検を実施した医療機関から市町村への精検結果の通知や、市町村が要精検者や精検
を実施した医療機関に問い合わせることで得られる情報である。 
 
4. 精検結果 
医療機関で実施された精検の結果、がんが発見されたか否かに関する情報である。これ

も、精検を実施した医療機関から市町村への精検結果の通知や、市町村が要精検者や精検
を実施した医療機関に問い合わせることで得られる情報である。
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表 1. 研究班が把握している「要精検（がん疑いあり）」「異常なし（がん疑いなし）」以外の結果とその分類 

がん検診の結果 
研究班としての判定 

要精検（がん疑いあり） 異常なし（がん疑いなし） 
AdenoCa 〇  
該当する 〇  
要治療 〇  
緊急要精検 〇  
医療機関受診（医療機関を受診し、医師と相談して下さい） 〇  
その他  〇 
要観察  〇 
経過観察  〇 
該当しない  〇 
軽度異常  〇 
暴飲暴食を控える  〇 
具合が悪くなったら医師に相談  〇 
異常所見を認めるが精査を必要としない  〇 
がんの疑いを否定しえない  〇 
六ヶ月に一度検査  〇 
軽度異常あるも心配なし  〇 
要経過観察  〇 
軽度異常（日常生活に支障なし）  〇 
軽度異常（生活習慣改善、経過観察を要する）  〇 
精検不要  〇 
その他（症状があれば受診）  〇 
胆石  〇 
胃潰瘍瘢痕  〇 
次回精密検査  〇 
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資料３ データ照合によるがん検診事業の評価対象から除外する受診者・がん 

下記のように、本来はがん検診を受診すべきではなかった者や情報が不十分な場合は、評価対象からあら
かじめ除外する。 
 
1. 複数回受診 
同一対象者が同一年度内に同一がん検診を複数回受診した場合には、初回の受診日を当該年度の受診日と

し、2回目以降の受診は評価の対象外とする。そのため、複数回受診した者であっても、感度・特異度を算出
する際は 1 人とカウントされる。 
なお、複数回受診による除外者数を報告する際、複数回受診者を把握できない市町村は、複数回受診者数が

存在しないと誤解されないように「把握できない」ことを報告する。 
 
2. がん検診の受診前に診断されたがん 
がん検診の受診日より前に診断された対象部位のがんは、評価の対象外とすることとした。ただし、診断日

が不確実性を伴う場合を考慮して、全国がん登録から抽出された診断日の日付精度に応じて、がん検診の受
診前に診断されたがんを以下のように定義した。 
 
・ 日付精度 0：がん検診の受診日より前に診断された対象部位のがん 
・ 日付精度 1、2：がん検診を受診した月と同月、あるいはそれより前の月に診断された対象部位のがん 
・ 日付精度 3、4、5、9：すべての対象部位のがん 
 
ただし、受診者は感度・特異度を算出する際の対象者（がん検診の受診者）に含むこととした。 
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資料４ 照合データから得られる集計値の信頼性を損なう可能性がある受診者・がん 

1. 要精検（陽性、がん疑いあり）、異常なし（陰性、がん疑いなし）以外の結果 
資料 3 データ照合に必要ながん検診情報とその定義 ２．がん検診の結果 で把握したように、要精検と

異常なし以外の結果があった場合にはそれらを要精検、異常なしのどちらに区分して偽陰性者等の判定を行
ったのかを報告する。これらは、市町村が意図した結果が偽陰性者等の判定に反映されず、感度・特異度が実
際の検査の性能と異なる可能性がある。ただし、曖昧な表現の結果は受診者の不安や不必要な精検の原因に
なり、がん検診の不利益が増大する。今後は、市町村が意図した結果を偽陰性者の判定に反映させることより
も、曖昧な表現の結果をなくす取り組みを優先すべきである。 
また、以下のように検査結果（要精検・異常なし判定の基となる情報）から直接判定した場合、この結果と

市町村が受診者に通知した結果が異なっていた数を報告する。 
 大腸がん検診：免疫学的便潜血検査 定量値、あるいは定性的判定 
 乳がん検診：マンモグラフィー読影結果のカテゴリー分類 
 子宮頸がん検診：スメア細胞診のベセスダ分類 

 
2. 全国がん登録では罹患が確認されず、市町村のみが把握したがんの数 
がん検診の対象がんが診断されても全国がん登録に届け出られなかった場合、要精検者を追跡交差した市

町村しかがんを把握できない。ただし、市町村ではがん以外の精検結果（「がん疑い」や「腫瘍」など）をが
んと記録していることも想定される。このような不確実性を把握するため、市町村のみが把握したがんの数
を報告する。 
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資料５ 先行自治体での実施状況まとめ（実施主体、がん登録データ利用申請、データの流れ等） 
 

地域 
実施主体 

（がん登録データ 
利用申請） 

集計実施 
データの流れ 
（照合まで） 

データの流れ 
（照合～集計） 

注意事項 

青森県 県 がん登録室 
市町村 

→県（確認） 
→がん登録室 

がん登録室（照合/集計） 
→県 
→市町村（集計結果） 

各市町村と県で個人情報取り扱い
に関する協定を締結 

島根県 
愛媛県 

県 
委託 

（研究班） 
市町村 

→がん登録室 

がん登録室（照合/匿名化） 
→研究班（集計） 
→県 
→市町村（集計結果） 

・ 研究班の解析担当者をがん登
録情報の利用者として申請 

・ 県から研究班に対して協力依
頼文書を発行 

和歌山県 
和歌山市 

県・市 
委託 

（研究班） 

市町村（検診結果なし） 
→県（検診結果なし） 
→がん登録室（確認） 

がん登録室（照合） 
→市（検診結果付与） 
→研究班（集計） 
→県 
→市 

・ 研究班の解析担当者をがん登
録情報の利用者として申請 

・ 個人情報取り扱いに対する協
定を県、市、研究班の3者協定 

東京都 
港区 

区 
委託 

（研究班） 
区（検診結果なし） 
→がん登録室（確認） 

がん登録室（照合） 
→区（検診結果付与） 
→研究班（集計） 
→区 

・ 研究班の解析担当者をがん登
録情報の利用者として申請 

・ 研究班のメンバーを区の検診
事業の臨時委員に任命 

東京都 
八王子市 

市 市担当者 
市（検診結果なし） 
→がん登録室（確認） 

がん登録室（照合） 
→市（検診結果付与/集計） 
→研究班（集計結果） 

集計まで市の担当者レベルで完結 
研究班より集計マニュアルを提供 
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別紙４ 
厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 
 

がん登録を利用したがん検診精度管理評価の実施に関する目標と基準 
 

研究分担者 雑賀公美子 国立大学法人弘前大学・大学院医学研究科 
松田 智大 国立研究開発法人国立がん研究センター・がん対策研究所国際政策研究部 

斎藤 博 青森県立中央病院・医療顧問 
 

研究要旨 
がん検診の精度管理を評価するために、精密検査結果の未受診・未把握者や検診結果が

陰性でであった者の検診受診後のがん罹患情報を収集するために、がん登録データの利用
が可能となり、利用が促進されている。がん検診の精度管理の直接的な指標である、感度、
特異度を、今後、日本全国で算出し、精度管理ができるようにするためには、全国に普及
するための進捗管理ができる客観的指標となる「目標と基準」を設定することを目的とし
た。がん検診事業の実施主体は市町村であるが（健康増進事業）、がん対策の企画・立案
は都道府県がレベルで実施することが必要であることを考慮し、本事業についても都道
府県レベルで実施することを想定して作成した。 
昨年度設定した目標と基準の8項目のそれぞれに達成時期を標準化開始期（1期）、標準

化推進期（第2期）、完成期（3期）に分けでそれぞれの目標と基準の項目で実施すべき内
容を記述した。目標と基準は、評価事業を公的に承認すること（目標と基準の項目1）、デ
ータ照合とデータ利用の安全管理措置（項目2）、感度、特異度等の指標の算出（項目3）、
算出した指標の解釈と分析（項目4）、がん検診精度の改善のためのアクション（項目5）、
事業の評価報告書の作成（項目6）、都道府県住民への情報提供（項目7）、および検診事業
評価結果をがん対策の企画評価に活用する（項目8）とした。最終目標の達成時期を第4次
対がん総合戦略研究事業終了時の令和9年度と設定し、中間評価の時期とその時期ごとの
目標を決定した。がん検診事業の実施主体は市町村であるが、がん対策の企画、立案やが
ん検診事業の精度管理評価や支援は都道府県の役割でもあるため、本事業を実施するのは
都道府県であることを想定して今回の目標と基準の設定を行った。今後は、この目標が実
施可能であるか、どの程度達成できるかを実際に調査しながら、微修正等を行い、早々に
活用したい。 

 
A． 研究目的 
がん検診事業はこれまで、自治体が実施

する検診において、検診受診者で要精密検
査（がん疑いあり）とされた者を追跡し、精
密検査受診の有無、精密検査結果を把握す

る、という体制を想定し、この体制から把握
できる、要精検者数、精検受診者数、がん発
見数という項目から算出できるプロセス指
標のみモニタリング、評価されてきた。しか
し、がん登録データの利用が可能となった
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今、精検未受診・未把握者、および精検不要
者から発生する検診受診後のがんを把握す
ることができるようになった。そのため、感
度、特異度というがん検診の制度管理の直
接的な指標を算出できる手法が整備された。
今後、日本全国でこれら指標を算出し、精度
管理ができるようにするためには、全国に
普及するための進捗管理ができる客観的指
標となる「目標と基準」を設定することを目
的とした。 

 
B． 研究方法 
がん登録情報を用いたがん検診の精度管

理評価の実施は、2016年にがん登録の推進
等に関する法律が施行され、都道府県や市
町村でのがん登録情報の利用促進が開始さ
れてから、厚生労働省研究班での支援も行
いながら、少しずつ、事例展開されるように
なってきている。しかし、都道府県や自治体
によって評価指標の算出方法が異なってい
るなどの課題はある。また、都道府県、市町
村、がん登録室など、それぞれが十分な役割
を果たせる環境でなければ実現できないと
いう状況も生じている。今後、47都道府県
すべてにおいて精度が高く、標準化された
がん登録情報を用いたがん検診事業評価を
行い、評価できることを最終目標として、
「がん登録データを用いてがん検診事業評
価を行うための目標と基準」を検討した。が
ん検診事業の実施主体は市町村であるが
（健康増進事業）、がん対策の企画・立案は
都道府県がレベルで実施することが必要で
あることを考慮し、本事業についても都道
府県レベルで実施することを想定して作成
した。 
昨年度設定した目標と基準の8項目のそ

れぞれに達成時期を標準化開始期（1期）、

標準化推進期（第2期）、完成期（3期）に分
けでそれぞれの目標と基準の項目で実施す
べき内容を記述した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究では人体から採取された試料や個

人情報に関連する情報は用いない。 
 
C．結果 
目標と基準の8項目とそれぞれの項目の

最終目標を表1に示した。目標と基準は、評
価事業を公的に承認すること（目標と基準
の項目1）、データ照合とデータ利用の安全
管理措置（項目2）、感度、特異度等の指標の
算出（項目3）、算出した指標の解釈と分析
（項目4）、がん検診精度の改善のためのア
クション（項目5）、事業の評価報告書の作
成（項目6）、都道府県住民への情報提供（項
目7）、および検診事業評価結果をがん対策
の企画評価に活用する（項目8）とした。 
 最終目標の達成時期を第4次対がん総合
戦略研究事業終了時の令和9年度と設定し、
中間評価の時期とその時期ごとの目標を決
定した。その設定を表1に示した。 
 
D． 考察 
昨年度、これまでの事例に基づき、必要と

思われる項目を整理し、目標と基準の8項目
を決定した。この項目に沿って、第4時次対
がん総合戦略研究事業終了時に、がん登録
データを用いたがん検診精度管理評価が標
準化された形で実施できるように、都道府
県が行う目標を時期ごとに設定することが
できた。 

 
E． 結論 
がん検診事業の実施主体は市町村である
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が、がん対策の企画、立案やがん検診事業の
精度管理評価や支援は都道府県の役割でも
あるため、本事業を実施するのは都道府県
であることを想定して今回の目標と基準の
設定を行った。今後は、この目標が実施可能
であるか、どの程度達成できるかを実際に
調査しながら、微修正等を行い、早々に活用
したい。 
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表1. がん登録情報を用いたがん検診事業精度管理評価の実施に関する目標と基準 

第 1 期基準 

（標準化開始期） 

第 2 期基準 

（標準化推進期） 

第 3 期基準 

（完成期） 

目標 

（維持期） 

第 4 次対がん総合戦略研究 

事業終了時（令和 9 年度） 

目標と基準 1 公的承認 

がん登録情報を用いた

がん検診事業精度管理

評価実施の公的承認、

もしくは手続き（計画含

む） 

・実施主体の決定 

・関与するメンバーの選

定（都道府県、（がん登

録室、）自治体） 

がん登録情報を用いたが

ん検診事業精度管理評価

実施の公的承認、もしくは

手続き 

・実施主体の決定 

・関与するメンバーの選定

（都道府県、 （がん登録

室、）自治体） 

がん登録情報を用いたがん検

診事業精度管理評価実施の

公的承認、もしくは手続きが継

続的に実施可能な体制整備

（計画含む） 

・実施主体の決定方法 

・関与するメンバーの選定方

法（都道府県、（がん登録

室、）自治体） 

がん登録情報を用いたがん検

診事業精度管理評価実施に

関する公的承認、もしくは手続

きの定期的な実施ができてい

ること 

目標と基準 2 がん検診受診者名簿とがん登録情報を照合すること、および両データの安全管理措置を講じること 

・がん登録情報の利用

申請（計画含む） 

 -情報利用者の選定 

 -情報利用場所の安

全管理措置確認 

・自治体の検診受診者

の情報をがん登録室へ

提供する体制の整備

（計画含む） 

・がん登録室で照合を

実施する作業スケジュ

ールや作業量の確認 

・がん登録情報の利用申請 

 -情報利用者の選定 

 -情報利用場所の安全管

理措置確認 

・自治体の検診受診者の情

報をがん登録室へ提供す

る体制の整備 

・がん登録室で照合を実施

する作業スケジュールや作

業量の確認 

・がん検診受診者名簿とがん

登録情報を照合する 

・がん検診受診者名簿とがん

登録情報を定期的に照合する 

目標と基準 3 がん登録情報を用いた検診精度管理指標の算出 

・照合後のデータの集

計チームの決定（計画

含む）（計画含む） 

・プロセス指標（※）の

算出（計画含む） 

※ 感度、特異度 

・照合後のデータの集計チ

ームの決定 

・プロセス指標（※）の算出

（計画含む） 

※ 感度、特異度 

・プロセス指標（※）の算出（計

画含む） 

※ 感度、特異度 

・プロセス指標（※）の定期的

な算出（計画含む） 

※ 感度、特異度 

目標と基準 4 がん検診精度管理指標の解釈と分析 

・プロセス指標（※）から

の解釈の実施チームの

選定（計画含む） 

※ 感度、特異度以外も

含む 

・都道府県担当者、市

町村担当者が研修を受

講している（計画含む） 

・プロセス指標（※）からの

解釈の実施チームの選定 

※ 感度、特異度以外も含

む 

・都道府県担当者、市町村

担当者が研修を受講してい

る 

・プロセス指標（※）からの解

釈の実施 

※ 感度、特異度以外も含む 

・都道府県担当者、市町村担

当者が研修を受講している 

・プロセス指標（※）からの解

釈の定期的な実施チームの

選定 

※ 感度、特異度以外も含む 

・都道府県担当者、市町村担

当者が定期的に研修を受講し

ている 

マネジメント：目標と基準 5 精度改善のアクション 

・簡易プロセス指標の

分析に基づいた精度維

持または改善のための

アクションを文書化し、

都道府県、市町村、検

診機関が共有している

（計画含む） 

・簡易プロセス指標の分析

に基づいた精度維持または

改善のためのアクションを

文書化し、都道府県、市町

村、検診機関が共有してい

る 

・重要プロセス指標の分析

に基づいた精度改善に向

けたアクションを文書化して

いる（計画含む） 

・簡易プロセス指標の分析に

基づいた精度維持または改善

のためのアクションを文書化

し、都道府県、市町村、検診

機関が共有している 

・重要プロセス指標の分析に

基づいた精度改善に向けたア

クションを文書化し、都道府

県、市町村、検診機関が共有

している（計画含む） 

・簡易プロセス指標の分析に

基づいた精度維持または改善

のためのアクションを文書化

し、都道府県、市町村、検診

機関が共有している 

・重要プロセス指標の分析に

基づいた精度改善に向けたア

クションを文書化し、都道府

県、市町村、検診機関が共有

している 

マネジメント：目標と基準 6 評価報告書の作成 
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・プロセス指標の分析に

関する報告書の作成チ

ームをつくる（計画含

む） 

・プロセス指標の分析に

関する報告書の公表方

法を検討する（計画含

む） 

・プロセス指標の分析に関

する報告書の作成チームを

つくる 

・プロセス指標の分析に関

する報告書の公表方法を

検討する（計画含む） 

・プロセス指標の分析に関

する報告書を作成する（計

画含む） 

・プロセス指標の分析に関す

る報告書を作成する 

・プロセス指標の分析に関す

る報告書を定期的に作成する 

マネジメント：目標と基準 7 都道府県住民への情報提供 

・プロセス指標の分析に

関する報告書の公表方

法を検討する（計画含

む） 

・プロセス指標の分析に関

する報告書を公表している

（計画含む） 

・プロセス指標の分析に関す

る報告書を公表している 

・重要プロセス指標の分析に

関する報告書を定期的に公表

している 

マネジメント：目標と基準 8 検診事業評価結果をがん対策の企画評価に活用していること 

活用可能な情報がある がん対策の企画評価に活

用している（計画含む） 

がん対策の企画評価に年1回

以上活用している 

がん対策の企画評価に定期

的に活用している 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
がん検診事業における感度・特異度算出マニュアル 

 
研究分担者 

田中里奈 弘前大学大学院医学研究科・助教 
雑賀公美子 弘前大学大学院医学研究科・客員研究員 

高橋宏和 国立がん研究センター・がん対策研究所・検診研究部 室長 
斎藤博 青森県立中央病院・医療顧問 

松坂方士 弘前大学医学部附属病院・准教授 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
A. 研究目的 
がん死亡率を減少させる効果的ながん検

診の要件は、検診手法の科学的根拠とその

徹底的な精度管理である。精度管理につい

ては市町村における検診体制の整備や精検

受診率の向上等、近年改善されつつあるも

のの、本来がん検診の主たる要評価指標で

ある感度（検診受診者中、次回検診までに発

生したすべてのがんに対する要精検と判定

された者の割合）の実測についてはこれま

で不可能であった。しかし、平成 28 年に「が

ん登録等の推進に関する法律」が施行され、

市町村による全国がん登録情報の利用が認

められたことで、市町村が保有するがん検

診情報と全国がん登録情報との照合データ

を用いた精度管理が可能となった。精度管

理指標として感度・特異度があるが、これら

を比較できる形で算出するためには、市町

村が保有するがん検診情報と全国がん登録

情報の(1)がん罹患の有無、(2)がん検診・陽

性、(3)がん検診・陰性、(4)がん検診受診日

からのフォローアップ期間、(5)がん検診受

診前のがん罹患、(6)同一年度内、同一がん

検診の受診回数 から受診者の 4 区分（偽陰

性者、真陰性者、偽陽性者、真陽性者）を定

義して感度、特異度を算出する必要がある。

研究班では、指標を算出する集計作業を市

町村、あるいは都道府県（都道府県がん登録

室）の両方が行う可能性があることを想定

し、行政職でも利用可能な内容での感度・特

異度算出マニュアルを作成した。 
 

B. 研究方法 
 昨年度、本研究班で整理した検診結果（陽

性・陰性）の定義、「検診受診前のがん罹患」

研究要旨 

 市町村が保有するがん検診情報と全国がん登録情報との照合データを用いた

がん検診事業の評価手法の整理、および評価指標の検討を行うことで、がん検診

事業の精度管理評価に不可欠である感度や特異度の算出を可能とすることを目

的とした。本研究では、感度や特異度等を算出する集計作業を市町村、あるいは

都道府県（都道府県がん登録室）の両方が行う可能性があることを想定し、行政

職でも利用可能な内容での感度・特異度算出マニュアルを作成した。 



25 
 

の取り扱い、偽陰性の定義等を整理し、マニ

ュアルに記載することとした。 
 普段、集計作業に従事していない自治体

担当者（あるいは都道府県がん登録室）が集

計作業や感度・特異度の算出を行うことを

想定し、集計用データの作成からデータ整

理、集計作業、算出方法までを記載した。 
 
（倫理面への配慮） 
該当しない。 
 
C. 研究成果 
（１） 使用するソフトウェア 
がん検診情報と全国がん登録との照合デ

ータは、図１のようなテキストファイルも

しくは Excel ファイルで提供され、集計作

業や感度・特異度の算出には Excel をはじ

めとした表計算ソフトや、Stata®や R など

の統計ソフトを使用することが可能である。 
 本研究では、多くの自治体（あるいは都道

府県がん登録室）が新たに導入する必要が

なく、使い慣れていると想定される Excel
を使用した集計方法でマニュアルを作成し

た。 
 
 
 
 
図１．提供されるがん登録情報の例（テキス

ト形式） 
 
（２） 集計に使用できる変数 
 がん検診情報からは、表 1 の項目を集計

に使用する。 
 がん検診情報とがん登録情報の照合では、

氏名、性別、生年月日、住所を使用して個人

を同定する。その他に、がん検診台帳に記載

されていたがん検診対象者のうち、がん登

録情報が存在したがん検診対象者について

は、表２のがん罹患情報を付与することが

可能であり、集計に利用できる。（がん登録

情報が存在しなかったがん検診対象者につ

いては、がん罹患情報は付与されない。） 
 
表１. がん検診情報から集計に使用できる

項目 
項目 内容 

検診受診日 年月日 

検診の判定結果 がん疑いあり（陽性） 

がん疑いなし（陰性） 

精検受診日 年月日 

精検結果※ 早期がん 

その他 

※把握できた場合は使用する。 
 

i. 診断日精度について 
診断日精度とは、がん登録情報から出力

された診断年月日が、がん罹患症例として

登録された時点でどこまで日付が明らかで

あるかという項目である。診断日精度によ

り診断年月日の信頼性は異なるため、診断

日精度によりがん罹患情報の扱いは以下の

通りとする。 
 
・ 診断日精度 0、1、2 は出力された診断

年月日をそのまま使用する。その他の

がん罹患情報も使用する。 
・ 診断日精度 3、4、5、9 は診断年月日の

精度が低いため、検診受診からの発見

がんとして扱わず、診断年月日以外の

罹患情報も使用しない。（がん検診受診

者としてはカウントする。） 
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ii. 診断年月日（文字列）から日付への

変換 
 診断年月日は８桁の文字列で出力さ

れるため、そのまま日付として扱うこと

ができない。マニュアルでは文字列から

日付形式（計算に使用可能）へ変換する

方法についても記載した。 
 
表２．がん登録情報との照合により付与で

きるがん罹患情報 

 
（３） がん検診情報とがん登録情報の結

合方法 
i. 前処理について（テキストファイル

から Excel ファイルへの変換） 
前述のように、がん登録情報はテキストフ

ァイルもしくは Excel ファイルで提供され

る。マニュアルでは、テキストファイルで提

供された場合を想定し、テキストファイル

から Excel への変換方法についても記載し

た。 
 
ii. がん検診情報とがん登録情報の結

合 
 都道府県がん登録室から提供されるがん

登録情報には、診断年月日や局在コードな

どのがん罹患情報のみが含まれており、氏

名や住所などの個人を特定できる情報は含

まれていない。そのため、がん検診情報とが

ん登録情報を結合する際には、都道府県が

ん登録室ががん検診情報に付与するデータ

識別番号を使用する。データ識別番号は、が

ん検診情報に記載のあるがん検診対象者一

人に一つずつ割り当てられる番号であり、

このデータ識別番号と提供されたがん登録

情報に含まれているデータ識別番号は同一

のものである。 
 
（４）定義の記載 

i. がん検診の判定結果（がん疑いあり

（陰性）・がん疑いなし（陰性））の

定義 
 昨年度、本研究班で検討したがん検診の

判定結果の定義についてもマニュアルへ記

載した。 
 がん疑いあり（陽性）は「要精検」や「要

項目 内容 備考 

診断年月日 年月日 8 桁で出力される。 

（例）2020年 4月 1日→20200401 

診断日精度 0：完全な日付 

 

1：閏年以外の 2/29 

 

2：日のみ不明 診断日の日が 15 日と出力。 

3：月を推定 診断日の日が 15 日と出力。 

4：月・日が不明 診断日の年月が７月 2 日と出力。 

5：年を推定 診断日の年月が７月 2 日と出力。 

9：日付なし 診断年月日は存在しない。 

進展度・総合 400：上皮内 

 

410：限局 

 

420：領域リンパ節転移 

 

430：隣接臓器浸潤 

 

440：遠隔転移 

 

777：該当せず 白血病、多発性骨髄腫の場合。 

499：不明 

 

発見経緯 1：がん検診・健康診断・

人間ドックでの発見例 

 

3：他疾患の経過観察中

の偶然発見 

 

4：剖検発見 

 

8：その他 1、3、4 に当てはまらないもの。

自覚症状による受診を含む。 

9：不明 
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治療」など、がんの疑いがあると考えられる

判定とし、がん疑いなし（陰性）は「精検不

要」や「要経過観察」など、すぐに精検を求

めていない判定とした。また、カテゴリー分

類やベセスダ分類など、より正確な判定結

果の情報がわかる場合には、その結果を優

先して使用することとした。 
 
ii. がん検診受診日から診断年月日ま

での日数による取扱い 
 昨年度、本研究班で検討したがん検診受

診日から診断年月日までの日数による取扱

いについても、マニュアルへ記載した。 
がん検診受診日から診断年月日までの日

数が 1～364 日の発見がんは、「検診受診か

ら１年以内のがん」とし、365 日以上のがん

は集計しないこととした。また、検診受診日 
よりも以前に診断されたがんについては、

がんとして集計しないこととした。 
 がん登録情報ではなく、がん検診情報の

精密検査結果により把握できた発見がんに

ついては、検診受診日よりも後に精密検査

受診していた場合は「検診受診から１年以

内のがん」として集計することとした。 
 
iii. 年度内複数受診の取扱い 
 集計の際、同一人物がひとつのがん検診

に複数回受診していることが明らかの場合、

年度の最初の検診を検診受診日として扱い、

２回目以降の受診は集計しないこととした。 
 
（５）集計方法および感度・特異度の算出方
法の記載 
 集計方法および感度・特異度の算出方法

の記載については、普段集計作業に従事し

ていない自治体担当者（あるいは都道府県

がん登録室）が実施することを想定し、実際

の Excel 操作画面や、作業の例を図として

詳細に掲載した（資料１）。使用する関数に

ついても説明を加え、どの部分を変更すれ

ば自身の自治体データで使用できるのか、

イメージできるようにした。 
 最終的にどのような集計表を作成するの

か例示し、集計すべき項目とともに記載し

た。 
 
D. 考察 
（１） マニュアル作成時に把握した問題

点と解決策 
 本研究では、自治体担当者（あるいは都道

府県がん登録室）が Excel を使用して集計

や感度・特異度の算出を行うことを想定し

て作成した。マニュアルの作成により、自治

体担当者（あるいは都道府県がん登録室）が

本研究班で整理した集計の際の定義等を確

認しながら、統一された方法で集計や感度・

特異度を算出することが可能となった。し

かし、集計作業には Excel のピボットテー

ブル機能や、IF 関数などの関数を多用する

必要があり、集計作業に不慣れな自治体担

当者が初めて取り組む際には、想定外のト

ラブルが生じる可能性を否定できない。そ

のため、実際の作業場面や作業の例の他に、

注意点を項目として追加した。注意点では、

気を付けて作業すべき箇所や、想定し得る

失敗例を掲載し、トラブルを防ぐ工夫をし

た。 
 また、Excel 操作に不慣れである場合、操

作手順が多いほど誤りが発生する可能性が

ある。そのため、今後はマクロを配布する、

R などのスクリプトを配布する、もしくは

アプリケーションを開発するなど、多くの
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自治体担当者が誤りを少なく、統一された

集計・算出方法で、作業負担も軽減されるよ

うな手法を開発する必要があると考えられ

た。 
 
（２） マニュアルの更新 
 本研究で作成したマニュアルは、多くの

自治体担当者（都道府県がん登録室）にご使

用いただき、使いにくい点、わかりにくい点

や問題点を指摘していただくことで、今後

更新していく必要があると考えられた。 
 
E. 結論 
 指標を算出する集計作業を市町村、ある

いは都道府県（都道府県がん登録室）の両方

が行う可能性があることを想定し、行政職

でも利用可能な内容での感度・特異度算出

マニュアルを作成した。本マニュアルは暫

定版であり、今後は改善点を収集し、内容を

更新していく必要がある。 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 
 

感度・特異度の信頼性に関する評価指標とその解釈について 
 

研究分担者 松坂方士、田中里奈、雑賀公美子 
 

 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
がん検診の精度管理は、①あらかじめ評

価指標とその値がとるべき範囲を設定する、
②事業実施後に評価指標を算出する、③評
価指標が設定された範囲から外れた値の場
合にその原因を明らかにして改善する、を
繰り返すことで実施される。 
本研究班は、評価指標のうち、特に感度・

特異度の算出と、それを利用した精度管理
体制の実装を目的としている。ただ、感度・
特異度だけでは容易に全体像を把握するこ
とが困難で、受診者集団の特徴や市町村の
がん検診実施体制を反映した集計値と併せ
て解釈することが必要である。 
今回の研究では、感度・特異度を報告する

際に共に報告すべき集計値を、(1) 感度・特
異度の解釈に参考とする指標 と (2) 集計
値の信頼性の指標 とに区分して明らかに
した。 
 
Ｂ．研究方法 
昨年度までの研究班での検討から、全国

がん登録情報と市町村が保有するがん検診
情報の中から(1)(2)として適切な集計値を
検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究では人体から採取された試料や個人
情報に関連する情報等は用いず、公表され
ている資料のみで実施するため、倫理上の
問題は発生しない。 
 
Ｃ．研究結果 
１．事前に説明すべきがん検診の基本事項 
感度・特異度はがん検診が提供する検査

の性能を表す強力な指標であるものの、こ
れまで誤って解釈されることが多かった。
その理由の一つとして、わが国ではがん検
診プログラムの全体像について知識が共有
されていないことことが挙げられる。した
がって、感度・特異度を公表する際には、事
前にがん検診に関する以下の基本事項を説
明すべきである。 

(a)がん検診の利益と不利益（特に、偽

研究要旨 

感度・特異度はがん検診が実施する検査の性能を表す強力な指標である。しか

し、がん検診プログラムの全体像を理解しないままでは、それらを正確に解釈す

ることができない。また、市町村が保有するがん検診情報の精度によって、算出

された感度・特異度の信頼性が変化する。そのため、感度・特異度を算出して公

表するにあたっては、これらの情報を総合的に提供する必要がある。 
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陽性の不利益） 
(ｂ)要精検率の上昇（不利益の増大）
を防止するため、1 回の受診で全て
のがんを発見することはないこと。 
（ｃ）がん検診は計画的に継続され
るプログラムであり、その中で数年
がかりでがんを発見していく必要
があること。 
（ｄ）数年単位で進行するがんが対
象であること。 
進行の早いがんは対象ではないこ
と。（症状が出現したら医療機関を
受診すること） 

 
２．感度の説明 
前項で説明した基本事項にあるように、

がん検診は数年がかりでがんを発見する取
り組みであり、1 回の検査で発見されなか
ったとしてもがん検診の有効性が棄損され
るものではない。このことを考慮して、感度
に関しては以下の説明を付して公表すべき
である。 

• がん有病者を正しく「要精検（がん疑
あり）」と判定しているかを示す指標
である。 

• 1 回受診しただけでは、100%になら
ない。 

• 偽陰性であっても、必ずしも不利益に
直結しない。（他のスクリーニング等
による偶然発見など） 

 
３．特異度の説明 
がん検診には利益はあるが不利益もあり、

その代表が不必要な精密検査である。特異
度は不必要な精密検査の割合を表す指標で
ある。また、特異度は感度とトレードオフ関

係にあり、以下の説明を付して公表すべき
である。 

• 非有病者を正しく「異常なし（がん疑
なし）」と判定しているかを示す指標 

• 100%にはならない。 
• 偽陽性は不利益に直結する。 

 
４．感度・特異度の解釈に参考とする指標 
(1) 発見経緯の分布 

 
もともと、全国がん登録における「発見経

緯」は、罹患率の急変に際してスクリーニン
グ等の影響を定性的に推測するための情報
である。そのため、罹患者個人の単位での発
見経緯は不確実性が大きく、偽陰性者等の
判定に利用することは不適当と考えられて
きた。ただし、経時的、定性的には参考にな
ると考えられるため、偽陰性者での分布を
報告する。 
 
(2) 進展度・総合の分布 

 
上皮内癌は症状をきたすことは稀である

一方で、遠隔転移を伴うがんの多くは症状
を伴うと予想される。そのため、偽陰性者の

• がん検診・健康診断・人間ドック 
• 他疾患の経過観察中の偶然発見 
• 剖検発見その他（自覚症状による受

診を含む） 
• 不明 

• 上皮内 
• 限局 
• 所属リンパ節転移 
• 隣接臓器浸潤 
• 遠隔転移 
• 不明 



35 
 

進展度・総合の分布を報告することで、不確
実性の大きい発見経緯の情報を補うことと
する。 
 
(3) がんの組織型の分布 
例えば、がん検診では以下のようながん

はもともと発見しにくい。 
• 未分化がんなどの進行が極めて速い
がん 

• 胃がん検診：印環細胞癌などの形態変
化が小さいがん 

• 大腸がん検診：悪性リンパ腫などの間
質性腫瘍（出血が少ない） 

• 肺がん検診：小細胞癌 
がんの組織型の分布を報告することで、

不確実性の大きい発見経緯の情報を補うこ
ととする。 
 
５．信頼性の指標 
(1) 市町村のみが把握したがんの数 
がん登録情報の利用により、市町村はが

ん検診の真陽性がんと偽陰性がんの情報を
入手することができる。その一方で、市町村
は陽性判定者を追跡調査することで、独自
に真陽性者の情報を入手している。ただ、同
じ真陽性者の情報でもがん登録情報と市町
村の独自情報は一致することは少ない。そ
のうち、全国がん登録には情報がないもの
の市町村の追跡調査では把握可能だったが
んは確実性がやや低く、がん疑い症例等の
混入が懸念される。そのため、市町村のみが
把握したがんの数は信頼性の指標となる。
（数が多いと信頼背が低い。） 
 
(2)「要精検」「異常なし」以外の結果 
本来、がん検診の判定は「要精検」「異常

なし」のみであるが、これら以外の判定も
往々にしてみられる。（総括研究報告書 表
１ 参照）研究班では、がん疑いと考えられ
る判定を「要精検」、すぐに精検を求めてい
ない判定を「異常なし」と判断して感度・特
異度を算出することとしたが、必ずしも市
町村が意図した結果が偽陰性者等の判定に
反映されず、感度・特異度が実際の検査の性
能と異なる可能性がある。そのため、「要精
検」「異常なし」以外の結果の数も信頼性の
指標とした。 
 
(3) 検査結果から直接判定した数 
本来、がん検診は検査結果のみにしたが

って判定されるべきところだが、その他の
情報を加味して判定される事例がみられる。
そこで、研究班では検査結果を入手できる
場合には直接その情報から判定することと
したが、この場合は市町村が意図した結果
が偽陰性者等の判定に反映されず、感度・特
異度が実際の検査の性能と異なる可能性が
あるため、この結果と市町村が受診者に通
知した結果が異なっていた受診者の数を報
告することとした。 
なお、検査結果から研究班が直接判定で

きるのは以下の場合である。 
• 大腸がん検診：免疫学的便潜血検査定
量値、定性的判定 

• 乳がん検診：マンモグラフィー読影結
果のカテゴリー分類 

• 子宮頸がん検診：スメア細胞診のベセ
スダシステム 

 
Ｄ．考察 
１．事前に説明すべきがん検診の基本事項 
わが国ではがん検診プログラムの全体像
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に関して知識が共有されていないが、特に
感度・特異度に関する誤解は多い。今後、が
ん登録情報を利用したがん検診の精度管理
体制を整備するためにはがん検診に関する
知識の共有が必須であり、そのための取り
組みが重要である。 
 
２．感度の説明 
３．特異度の説明 
感度はがん検診の利益を代表する指標の

一つであり、特異度は不利益を代表する指
標の一つである。両者はトレードオフ関係
にあり、一方のみを考えるとがん検診プロ
グラムの全体が不整合になってしまう。そ
のため、両者を適度な値の範囲に維持する
ための精度管理が必要であるが、例えば「感
度は 100%が理想的である」等の誤った考え
方だと精度管理の必要性そのものを理解で
きない。そのため、感度・特異度の公表時に
は適切な説明が必要である。 
 
４．感度・特異度の解釈に参考とする指標 
受診者の特徴が何らかの理由で偏ってし

まうことは十分に考えられるが、その際に
は感度・特異度は極端な値になる。それを基
にがん検診の精度管理を実施すれば以後の
受診者の不利益を増大させる危険性がある。 
今回検討した指標を経時的に観察するこ

とで、感度・特異度をさらに精度管理に利用
しやすくなるものと考えられた。 
 
５．信頼性の指標 
がん登録情報にはデータ精度を表す指標

があるが（DCO 割合、DCN 割合、M/I 比
など）、市町村が保有するがん検診情報には
精度指標がない。ただ、精度が悪いがん検診

情報を利用して算出した感度・特異度から
では有効な精度管理を期待することはでき
ない。 
今回検討した指標を経時的に観察するこ

とで、感度・特異度をさらに精度管理に利用
しやすくなるものと考えられた。 
 
Ｅ．結論 
感度・特異度はがん検診が実施する検査

の性能を表す強力な指標である。しかし、が
ん検診プログラムの全体像を理解しないま
までは、それらを正確に解釈することがで
きない。また、市町村が保有するがん検診情
報の精度によって、算出された感度・特異度
の信頼性が変化する。そのため、感度・特異
度を算出して公表するにあたっては、これ
らの情報を総合的に提供する必要がある。 
 
Ｆ．研究発表 
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832. 

2) Wakiya T, Ishido K, Kimura N, 
Nagase H, Kanda T, Ichiyama S, 
Soma K, Matsuzaka M, Sasaki Y, 
Kubota S, Fujita H, Sawano T, 
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Hakamada K. CT-based deep 
learning enables early postoperative 
recurrence prediction for 
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2. 学会発表 
1) 松坂方士．がん登録情報の利用による
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 
 

青森県における進捗状況 
 

研究分担者 
田中里奈 弘前大学大学院医学研究科・助教 

斎藤博 青森県立中央病院・医療顧問 
松坂方士 弘前大学医学部附属病院・准教授 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A. 研究目的 
青森県のがん死亡率が高い原因の一つと

して、早期に診断される症例の割合が低い

ことがあげられる。青森県のがん検診の受

診率は全国平均よりも高いものが多く、が

んの早期診断症例を増加させるためにはが

ん検診の精度管理状況を正確に把握し、そ

の改善に努めなければならない。本研究で

は、青森県のがん検診の精度を正確に把握・

管理することで、その効果を最大化する仕

組みの基盤を構築することを目的とした。 
 

B. 研究方法 

（１）情報の保護と取り扱い 
 がん検診事業は、健康増進法第十九条の

二に基づいて市町村が実施する健康増進事

業の一部である。がん検診の目的はがん死

亡率の低下であるが、そのためには事業の

精度管理は必須であり、精度管理はがん検

診事業の一部として健康増進法第十九条の

二に基づいて実施されている。今回の事業

は、がん検診台帳と青森県がん登録情報と

の照合、それによるがん検診の精度管理体

制の整備と水準向上のための基盤構築を目

的とし、弘前大学医学部附属病院医療情報

研究要旨 

 青森県のがん死亡率が高い原因の一つとして、早期に診断される症例の割合が

低いことがあげられる。青森県のがん検診の受診率は全国平均よりも高いものが

多く、がんの早期診断症例を増加させるためにはがん検診の精度管理状況を正確

に把握し、その改善に努めなければならない。本研究では、青森県のがん検診の

精度を正確に把握・管理することで、その効果を最大化する仕組みの基盤を構築

することを目的とし、青森県内の１３市町村を対象として、平成２９年度がん検

診台帳と平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日を診断日とする青森県が

ん登録情報との照合を行った。１３市町村からがん検診台帳（顕名）データを青

森県へ提供し、青森県から弘前大学医学部附属病院へ作業委託した。弘前大学医

学部附属病院では、がん検診台帳とがん登録情報との照合および精度指標の算

出、さらに照合結果とその解釈を事業報告書としてまとめた。 
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部に委託された。弘前大学では市町村から

提供されたがん検診台帳について照合作業

を実施したが、今回の事業について市町村

から弘前大学への個人情報の提供について

は、以下の根拠によって実施された。 
① がん検診の精度管理（がん検診事業の

一部分）における個人情報の取り扱い

は、医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス（平成 29 年 4 月 14 日、個人情報保

護委員会・厚生労働省）、及びその Q&A
（平成 29 年 5 月 30 日、個人情報保護

委員会事務局・厚生労働省）で個人情報

保護法に抵触しないことが示されてい

る。 
② 青森県個人情報保護条例、及び青森県

内の全ての市町村における個人情報保

護に関する条例では、法令等の規定に

基づいた場合は個人情報の取得や保有

等の制限から除外されることが明記さ

れている。今回の事業では、青森県が市

町村のがん検診事業の精度管理に必要

なデータを作成するために、青森県お

よび市町村の個人情報保護に関する条

例に基づいて適切に個人情報（検診台

帳）の提供（取得）を行っており、青森

県が保有する個人情報（がん登録情報）

も青森県個人情報保護条例に基づいて

利用している。 
 以上より、本事業は法的に裏付けされた

精度管理事業として最終的に弘前大学に委

託されているため、対象者の同意を得ずに

検診台帳およびがん登録情報を市町村の外

部である弘前大学へ提供することが可能で

ある。 
 

（２）がん検診台帳とがん登録情報との照

合 
青森県内の１３市町村を対象として、平

成２９年度がん検診台帳と平成２９年４月

１日～平成３１年３月３１日を診断日とす

る青森県がん登録情報との照合を行った。 
 
I. がん検診台帳 

対象１３市町村の市役所および役場より、

平成２９年４月１日～平成３０年３月３１

日におけるがん検診台帳の提供を受けた。

提供された項目は以下の通りである。 
① 氏名 
② 性別 
③ 生年月日 
④ 住所 
⑤ がん検診受診の有無 
⑥ 要精密検査の有無 
⑦ 精密検査受診日 
⑧ 精密検査結果 

 
また、今回の事業で対象とするがん検診

は、「がん予防重点教育及びがん検診実施の

ための指針」（厚生労働省健康局長通知）に

定められている以下の 5 部位に対する 5 種

類の検査である。 
① 胃がん（胃部エックス線検査） 
② 大腸がん（免疫便潜血検査２日法） 
③ 肺がん（胸部エックス線検査およ

び喫煙者の喀痰細胞診） 
④ 乳がん（乳房エックス線検査（マン

モグラフィ）） 
⑤ 子宮頸がん（子宮頸部細胞診） 

 
II. がん登録情報 
 平成２９年４月１日～平成３１年３月３
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１日にがんと診断されたがん患者（胃がん、

大腸がん、肺がん、乳がん、子宮頸がん）の

うち、13 市町村に在住する者を全国がん登

録データから抽出した。その際の項目内容

は以下の通りである。 
① 性別 
② 診断時年齢 
③ 罹患部位 
④ 診断年月日 
⑤ 診断日精度 
⑥ 進展度・総合 
⑦ 発見経緯 

 
日付精度は全国がん登録データベースに

登録されている日付の精度（正確性）であ

り、表 1 の通りである。 
表 1. がん登録で出力される日付精度 

0 完全な日付 
1 閏年以外の 2/29 
2 日のみ不明 
3 月を推定 
4 月・日が不明 
5 年を推定 
9 日付なし 

 
III. 個人照合 
全国がん登録データベースの外部照合機

能により照合した。照合に必要な項目は以

下の通りである。 
① 氏名 
② 性別 
③ 生年月日 
④ 住所 

 
IV. 精度管理指標の算出 
 がん検診には、がんによる死亡リスクを

低下させるという利益の他に、がん検診が

もたらす不利益（精密検査による偶発症な

ど）も存在する。がん検診の利益と不利益の

バランスを正しく評価し、運用状況のチェ

ック（精度管理）をするために、精度管理指

標（感度・特異度）を算出する必要がある。 
がん検診受診から１年以内の診断がんに

ついて、がん検診結果（陽性・陰性）から真

陽性、偽陽性、真陰性、偽陰性に振り分け、

感度および特異度を算出した。 
 
（倫理面への配慮） 
該当しない。 
 
C. 研究成果 
（１）参加市町村 
 青森県には４０市町村があるが、今回事

業に参加したのは１３市町村であった。本

来であればすべての市町村に参加していた

だく必要があるが、参加できない大きな理

由の一つとして、がん検診台帳を管理して

いるデータベースの改修作業を行っていた

自治体が多く、作業を優先していたため参

加できないとのことだった。 
 
（２）がん検診台帳 
 がん検診台帳は市町村が使用するデータ

ベースでエクスポートされる形式が異なっ

ており、さらに担当者がエクスポート後に

手作業で処理しているものも存在した。そ

のため、がん検診受診日の表記は自治体ご

とに異なっているものや、情報のない余分

なセルなどが含まれており、青森県がん登

録データベースでの照合時にはそのままデ

ータベースへインポートすることはできず、

それぞれの自治体ごとに下準備が必要とな
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った。 
 
（３）がん登録情報との照合作業 
 がん登録情報との照合ではがん検診台帳

に記載されている氏名、住所を使用するが、

がん検診台帳ではKAJO_J明朝体を使用し

ているため、青森県がん登録データベース

へインポートするために Excel ファイルと

してエクスポートすると、外字として判別

され文字化けが多数発生した。そのため、氏

名および住所の判別可能な部分と、生年月

日や性別から目視で同一人物を照合する作

業が必要となった。さらに、文字化けしてい

るデータについては姓名すべて判別不能で

ある上に住所も文字化けしている場合もあ

り、そのままだとがん登録データベース上

では個人同定の候補に該当する者が出てこ

ない可能性がある。そのため、文字化けのあ

るデータについては、氏名・住所を使用せ

ず、生年月日で候補を挙げる「特別照合機

能」を使用して照合する必要があった。 
 
D. 考察 
（１） がん検診台帳 
 がん検診事業を運用し、がん検診の精度

管理を行うためには、都道府県がん登録情

報との照合により、感度・特異度などの精度

管理指標を算出する必要がある。しかし、今

回の研究で、自治体により出力されるがん

検診情報の様式が大きく異なることが明ら

かとなった。氏名、性別、生年月日、住所等

の情報が含まれていれば都道府県がん登録

室でがん検診情報との照合を行うことは可

能であるが、データ項目の並び順や、生年月

日の表記等が統一されていないため、実際

に照合をする前にはデータを整理する必要

があった。 
 特に生年月日の表記については、

「2020/4/1」「2020 年 4 月 1 日」といった

日付形式での出力の他に、「令 2.4.1」
「20200401」といった文字列での出力の自

治体も存在し、それぞれ都道府県がん登録

データベースへインポート可能な形式に変

換していく作業が必要であった。しかし、都

道府県がん登録室側でがん検診情報を加工

することで、元のがん検診情報とは異なる

データに誤って変換してしまう可能性は否

定できない。誤った変換を行ってしまうこ

とで、その後の都道府県がん登録データベ

ースでの照合の際に、本来であれば同一人

物として処理される人物が、生年月日が不

一致であったために違う人物として処理さ

れ、がん検診での発見がんの数が減る可能

性がある。そうした事態を防ぐためには、都

道府県がん登録室側では手作業でのがん検

診情報の変換や整理はなるべく行わないこ

とが望ましいと考えられた。そのために、都

道府県がん登録情報との照合に参加する自

治体へは、出力するデータの雛形をお送り

し、統一されたデータ形式で都道府県がん

登録室へ移送されることで、誤りが起こり

にくくなると考えられた。 
 
（２）がん検診台帳とがん登録情報との照

合 
 がん検診台帳の文字化けは避けられない。

文字化けが生じているデータについては、

がん登録情報と目視での照合を行う必要が

あるが、そのようなデータの数が多いと、ヒ

ューマンエラーにより正しく照合できない

可能性がある。がん検診台帳とがん登録情

報が正しく照合されない場合、見かけ上が



43 
 

ん検診での発見がんが少なくなり、正しく

精度管理を行うことが難しくなる。がん登

録情報との照合における限界点ではあるが、

どのくらい文字化けが発生しているかを把

握することで、どの程度照合が正しく行わ

れたかを把握することが可能になると考え

られた。 
 
（３）青森県のがん検診精度管理事業につ

いて 
青森県では、平成２8 年度から「がん登録

データの活用によるがん検診精度管理モデ

ル事業」として弘前大学へ事業委託をし、が

ん検診台帳とがん登録情報との照合による

青森県内市町村のがん検診精度管理を行っ

ている。これまでの事業報告との比較を行

うことで、さらにがん検診の運用状況の詳

細を把握できるものと考えられた。 
 
・ 平成２８年度事業報告書 
対象：１０市町村 
対象者：平成２３年度がん検診対象者 
追跡期間：がん検診受診日から１年間 
照合部位：胃、大腸、肺、乳、子宮頸 
精度管理指標： 
① 感度： 胃   60.0％ 

    大腸  57.1％ 
    肺   83.3％ 
    乳   85.7％ 
    子宮頸 71.4％ 

② 特異度：胃   88.5％ 
    大腸  96.7％ 
    肺   98.0％ 
    乳   93.5％ 
    子宮頸 85.2％ 

 

さらに平成２８年度事業では、がん検診

運用状況の実地調査を、青森県内１３市町

村を対象として実施した。実地調査では各

市町村のがん検診担当部署へ訪問し、市町

村チェックリスト等を参考に以下の項目に

ついて直接聞き取り調査を実施した。 
① 台帳管理 
② 受診者への説明および要精検者への

説明  
③ 検診受診  
④ 受診勧奨  
⑤ 精密検査結果の把握、精検未受診者の

特定と受診勧奨  
⑥ 検診機関（医療機関）の質の担保 

 
・ 平成２９年度事業報告書 
対象：２２市町村 
対象者：平成２３～２４年度がん検診対象

者 
追跡期間：がん検診受診日から１年間 
照合部位：胃、大腸、肺、乳、子宮頸 
精度管理指標： 
① 感度： 胃   74.9％ 

    大腸  81.6％ 
    肺   63.5％ 
    乳   91.0％ 
    子宮頸 78.8％ 

② 特異度：胃   87.5％ 
    大腸  95.3％ 
    肺   97.6％ 
    乳   91.7％ 
    子宮頸 97.9％ 

 
さらに平成２９年度事業では、平成２８

年度と同様にがん検診運用状況の実地調査

を、青森県内１６市町村を対象として実施
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した。 
 
・ 令和元年度事業報告書 
対象：２０市町村 
対象者：平成２５～２６年度がん検診受診

者 
追跡期間：がん検診受診日から１年間 
照合部位：胃、大腸、肺、乳、子宮頸 
精度管理指標： 
① 感度： 胃   集団検診 52.9％ 

感度： 胃   個別検診 49.8％ 
    大腸  集団検診 61.3％ 
    大腸  個別検診 74.4％ 
    肺   集団検診 41.7％ 
    肺   個別検診 23.5％ 
    乳   集団検診 70.0％ 
    乳   個別検診 71.7％ 
    子宮頸 集団検診 85.4％ 
    子宮頸 個別検診 93.0％ 

② 特異度：胃   集団検診 89.1％ 
        個別検診 88.9％ 
    大腸  集団検診 93.6％ 
        個別検診 92.9％ 
    肺   集団検診 97.9％ 
        個別検診 97.2％ 
    乳   集団検診 93.2％ 
        個別検診 91.2％ 
    子宮頸 集団検診 98.4％ 
        個別検診 97.4％ 

 
・ 令和３年度事業報告書 
対象：１３市町村 
対象者：平成２７～２８年度がん検診受診

者 
追跡期間：がん検診受診日から１年間 
照合部位：胃、大腸、肺、乳、子宮頸 

精度管理指標： 
① 感度：胃   集団検診 81.8％ 

       個別検診 76.5％ 
   大腸  集団検診 86.8％ 
       個別検診 81.6％ 
   肺   集団検診 78.0％ 
       個別検診 77.8％ 
   乳   集団検診 87.0％ 
       個別検診 76.5％ 
   子宮頸 集団検診 77.8％ 
        個別検診 100.0％ 

② 特異度：胃   集団検診 90.4％ 
        個別検診 85.4％ 
    大腸  集団検診 92.9％ 
        個別検診 90.8％ 
    肺   集団検診 96.2％ 
        個別検診 92.8％ 
    乳   集団検診 93.5％ 
        個別検診 93.4％ 
    子宮頸 集団検診  98.6％ 
        個別検診 96.5％ 

 
・ 令和４年度事業報告書 
令和４年度事業報告では、感度・特異度が

例年より高く算出された。照合に使用する

全国がん登録データベースの入れ替えがあ

ったため、令和４年度の照合で使用したデ

ータベースは令和元年度に使用したデータ

ベースと異なる。照合のロジック自体に変

更はないはずであるが、データベース入れ

替え後には外部照合機能が使用できないな

どのトラブルも発生し、正確性については

まだ未把握である。そのため、令和４年度の

照合結果は参考値とする。 
  
E. 結論 
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 本研究では、青森県のがん検診の精度を

正確に把握・管理することで、その効果を最

大化する仕組みの基盤を構築することを目

的とし、青森県内の１３市町村を対象とし

て、平成２９年度がん検診台帳と平成２９

年４月１日～平成３１年３月３１日を診断

日とする青森県がん登録情報との照合を行

った。１３市町村からがん検診台帳（顕名）

データを青森県へ提供し、青森県から弘前

大学医学部附属病院へ作業委託した。弘前

大学医学部附属病院では、がん検診台帳と

がん登録情報との照合および精度指標の算

出、さらに照合結果とその解釈を事業報告

書としてまとめた。令和４年度事業報告書

については、今後公表される予定である。 
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年 10 月．山梨県甲府市） 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況 

１. 特許取得 
なし 

２. 実用新案登録 
なし 

３. その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

 分担研究報告書 
 

宮城県におけるがん検診精度管理モデルの検討 
 

研究分担者 金村 政輝 宮城県立がんセンター研究所 がん疫学・予防研究部 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A. 研究目的 
（１）背景 
宮城県においては、がんに関する知識の

啓発から、事後管理まで一貫した検診体系

で行っており、「宮城方式」と称されている

（資料 1）。専門の医師による各種がん検診

の対策委員会及び診断委員会を組織し、検

診方式及び診断方法等を検討するとともに、

症例検討会等を行い、診断技術の向上に努

めている。事務局は宮城県対がん協会に置

かれ、肺がんは宮城県結核予防会と共同で

事務局が設置され、実施されている 1)。 

 1)公益財団法人宮城県対がん協会ホームページ 

https://miyagi-

taigan.or.jp/business/kenshin.html 

平成 28 年（2016 年）のがん登録推進法

（以下、「法」という。）の施行に伴い、精度

の高いがん登録情報とがん検診受診者名簿

研究要旨 

 宮城県においては、がんに関する知識の啓発から、事後管理まで一貫した検診

体系で行っており、「宮城方式」と称されている。がん登録情報を活用したがん検

診の精度管理については、全県的な実施を目指し、関係者と協議したが、個人情

報保護条例等の課題があり、頓挫した。現在、がん検診の実施主体である市町村

が、専門機関である宮城県立がんセンターの支援を受け、法第 19条に基づくがん

情報の提供を受け、精度管理を実施するというモデル事業を実施し、その成果を

踏まえて、全県的な体制に発展させ、がん登録情報を活用したがん検診の精度管

理と受診勧奨を行う新しい「宮城方式」の確立を目指している。 

2 年目である令和 4 年度は、令和 3 年度に立ち上げたモデル事業について、参

加自治体が増え、6 市町において実施した。精度管理についても、新たに 1 市増

え、2市で肺がん検診、1市で胃及び大腸がん検診を対象に実施した。受託者であ

る宮城県立がんセンターに専門家からなるがん検診精度管理専門委員会を設置

しているが、肺がんに加えて、胃及び大腸がんについても委員を新たに委嘱し、

算出した精度管理指標の結果について検討を行った。 

がん登録情報の集計結果については、6 市町に提供を行い、また、活用を推進

するため、新たに「がん登録情報活用に関する情報交換会」を開催した。 

2 年間のモデル事業を実施することで多くの知見を得ることが出来た。今後、

得られた知見が役立つことを期待したい。 

https://miyagi-taigan.or.jp/business/kenshin.html
https://miyagi-taigan.or.jp/business/kenshin.html
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との照合が可能となったことから、宮城県

対がん協会、宮城県結核予防会、宮城県、東

北大学の関係者と意見交換を重ねた。紆余

曲折があったものの、宮城県立がんセンタ

ーにおいて、市町村によるがん登録情報の

利用を支援する事業を立ち上げ、がん検診

の精度管理についても、この支援事業の中

で試行しつつ、全県的ながん検診の精度管

理の実現を目指すこととなった（資料 2）。

令和 3年度、無料のモデル事業を開始し、5

市町の参加を得た。令和 4 年度も引き続き

無料のモデル事業を実施することとした。 

（２）目的 

本研究では、モデル事業の実施を通して、

がん登録情報を活用した精度管理を行う際

の課題を明らかにすることを目的とした。 
 
B. 研究方法 
（１）モデル事業 
 令和４年度も無料のモデル事業を継続し、

目標となる自治体数を設定して参加を募集

した。 
（２）精度管理指標の算出 

令和 4 年度は、参加自治体の増加と対象

部位の増加を目指した。そして、自治体の増

加と部位の増加に伴い、どのような課題が

あるのかを検討し、実際に対応することと

した。 

（３）検診団体における照合結果の活用 
 がん検診の精度を向上させるためには、

がん検診の受託者において、受診者名簿と

がん登録情報との照合結果を使って、実際

に精度の向上に役立てるための取り組みが

必要となる。令和 3 年度は、がん検診の受

託者に対して、照合結果を提供するまでに

は至らず、持ち越しとなった。令和 4 年度

は、令和 4 年度の照合結果を提供するとと

もに、照合結果の活用を依頼し、また、令和

3 年度に提供した結果の活用結果について

ヒアリングを行うこととした。 
（４）精度管理専門委員会の委員の拡充 
 精度指標の算出においては、感度、特異

度、偽陰性率などの定義が重要となる。ま

た、その算出結果を評価し、照合結果を活用

した精度管理を行うため、当該市町村や検

診団体に対する助言・指導も重要となる。そ

のため、初年度である令和 3 年度は、対象

部位である肺がんについて、がん検診及び

がん検診の精度管理に詳しい専門家の協力

を得て、宮城県立がんセンターにがん検診

精度管理専門委員会を設置し、意見を聴き

ながら精度管理の支援を行った。令和 4 年

度は、対象部位の増加を目指しており、実際

に対象部位を増加した場合には、委員の拡

充を行い、検討を行うこととした。 
（５）がん登録情報の集計結果の活用 
モデル事業においては、がん検診の精度

管理だけではなく、がん登録情報の集計結

果をがん対策へ活用することも目的として

おり、匿名化情報を利用して集計した結果

を当該市町村に提供し、がん検診の受診勧

奨や当該市町村のがん対策に活用されるこ

とを期待している。初年度の令和 3 年度は、

集計結果を提供した時点で事業が終了し、

その利用は翌年度に持ち越された。そこで、

令和 4 年度は、新たに集計された結果を提

供するとともに、令和 3 年度に提供された

情報が受診勧奨にどのように活用されたの

か、また、市町村のがん対策にどのように活

用されたのかについて情報収集を行うとと

もに、自治体の利用者を対象に情報交換会

を開催し、活用の推進を図ることとした。 

（６）全県的な普及のための課題整理 
 宮城県では、最終的には、全県的ながん検
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診の精度管理と受診勧奨へのがん登録情報

の活用を可能とする新しい「宮城方式」の確

立を目指している。そのため、モデル事業の

実施を通して、全県的な普及を進めていく

上での課題を抽出し、その解決方法を検討

する必要がある。 

 令和 4 年度は、過去 2 年間のモデル事業

の実施を踏まえ、委託契約から法第 19 条の

申請・提供までを振り返り、自治体への参加

呼びかけ、委託契約、申請、審議会での審査、

データ加工、データ提供、データ利用の各プ

ロセスにおける課題の抽出を行い、解決の

方法を検討することとした。 
（倫理面への配慮） 

 本研究は、がん登録推進法の規定に基づ

くがん登録情報の利用について、市町村か

らの委託を受けて実施するものであり、そ

のモデル事業で得られた結果・経験・ノウハ

ウを研究対象としている。がん登録情報の

利用に際しては、法の定めに従い、県の審査

部会の審査を受けることになっている。ま

た、審査部会で承認され、実際に情報の提供

を受けた者に対しては、秘密保持等の義務

が課せられており（法第 30 条～第 34 条、

第 36条～第 38条）、違反した場合の罰則も

定められている（法第 52 条、第 54 条、第

56条～第 60条）。さらに、利用に際しては、

国が定めたガイドラインである安全管理措

置 2)を講じることとなっている。 

2) 全国がん登録利用者の安全管理措置 

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/can

_reg/national/prefecture/pdf/security_guide_n

cr_datause_manual_2nd_ed.pdf 

また、市町村から委託を受ける際には、契

約書、仕様書及び市町村が定めた個人情報

特記事項を遵守することが求められる。そ

のため、本研究に従事する者は、法律、ガイ

ドライン、委託契約書等を遵守し、情報を取

り扱うことになる。 

なお、このモデル事業は、法律に基づく市

町村のがん登録情報の活用とがん検診の精

度管理を支援するものである。「人を対象と

する生命科学・医学系研究に関する倫理指

針ガイダンス（令和 3年 4月 16日）」3)の 6

ページには、地方公共団体が地域において

行う保健事業（検診、好ましい生活習慣の普

及等）に関しては、「データ等の一部又は全

部を関係者・関係機関間で共有して検討す

ることは、保健事業の一環とみなすことが

でき、『研究』に該当しないものと判断して

よい」と明示されている。 

3)人を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針ガイダンス 

https://www.mhlw.go.jp/content/000769923.p

df 

 
C. 研究結果 
（１）モデル事業 
 令和 4 年 3 月 30 日、県内全市町村に対

して案内を行うとともに、宮城県立がんセ

ンターのホームページに案内を掲載した

（資料 3）。希望する自治体に対しては、訪

問し、説明を行った。 
令和 4年度は、令和 3年度から 1町増え、

2 市 4 町と委託契約を締結し、事業を実施

した。このうち、4 町では、がん登録情報の

集計・分析だけを行うこととなり、2市では、

がん登録情報の集計・分析に加え、がん検診

の精度管理を行うこととなった。対象部位

は、肺がん（2 市）、胃がん及び大腸がん（1
市）に拡大して実施した。 
がん登録情報の利用申請については、委

託契約後に実施し、6 月 5 件、9 月 1 件とな

った。 

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/can_reg/national/prefecture/pdf/security_guide_ncr_datause_manual_2nd_ed.pdf
https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/can_reg/national/prefecture/pdf/security_guide_ncr_datause_manual_2nd_ed.pdf
https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/can_reg/national/prefecture/pdf/security_guide_ncr_datause_manual_2nd_ed.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000769923.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000769923.pdf
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（２）精度管理指標の算出 
 がん検診の精度管理については、2 市で

の実施となった。法第 19 条に基づく申請で

は、当初予想しなかった事態が生じ、作業が

遅れ、また、結果の公表についても制限をす

る必要が生じた。以下、精度管理指標の算出

までのプロセス、そして、算出結果につい

て、記載する。 
① 対象者名簿の人数の増加への対応 
今回、対象自治体が 1 市から 2 市に増え

たこと、対象部位が肺だけから、肺、胃及び

大腸に増えたこと、対象年について直近の

がん登録情報が利用可能な 2019 年を追加

して 2015～2019 年としたことから、各年

度・各部位の受診者名簿をそのまま窓口組

織に提出するとした場合、令和 4 年度の名

簿の合計人数は 270,883 人に達した。これ

は、令和 3 年度の名簿人数 33,646 人の 8 倍

に相当する。 
宮城県では、がん登録情報の利用が多く、

特に、非匿名化情報の利用、つまり、名簿と

照合した結果を提供するリンケージ利用が

多い。法第 21 条第 8 項による利用の場合、

提供に要する費用について、手数料を徴収

することになるため、あらかじめ、提供まで

にかかる時間と手数料の額の目安について

情報提供を行う必要がある。これまでの提

供実績から、対象者名簿に対する目視照合

の発生割合について見積を行っており、直

近の値では、対象者名簿の人数の約 8%が目

視照合の対象者数になると見積もっている

4)。そのため、重複例を無視した単純計算に

はなるものの、令和 4 年度の目視照合の対

象者数は 21,671 人と計算された。これは、

令和 3 年度の対象者名簿から見積もった対

象者数 2,692 人と比較すると、18,979 人の

増加であり、7 倍に相当する。 

4) 目崎はる香,齋藤美登里,佐藤優希,植野由佳,

菊田早智子,佐藤洋子,金村政輝：都道府県がん

登録情報の提供についての取り組みと課題. 

JACR monograph. 2020; 26: 67. 

また、宮城県の窓口組織では、この数年間、

1 人のスタッフが担当者として照合作業を

担っており、比較同定の作業についてのみ

別なスタッフの協力を得て実施してきたた

め、継続性が課題であった。このまま照合を

実施すれば、窓口組織の負担が大きく、ま

た、今回実施したとしても、今後、自治体数、

対象部位、対象年が増えた場合、困難に直面

することが予想された。 
そこで、今年度の照合の実施に当たって

は、これらの課題の解決を図りながら対応

することとした。申請者においては、窓口組

織での目視照合に過度な負担がかからない

よう、同一人物の重複を削除した対象者名

簿を提出することとした。一方、窓口組織に

おいては、今後の照合作業の増加に備え、全

スタッフに新規同定と比較同定の作業を経

験してもらい、次回以降、分担して対応でき

る体制につなげることとした。 
対象者名簿について、重複を削除した結

果、人数は 63,022 人となり、重複削除前の

270,883 人から 207,861 人減、率にして

23.3%まで減少させることが出来た。 
結果的には、申請者での重複削除、窓口組

織での全スタッフによる照合作業へ移行・

実施に時間を要することになり、申請者が

照合結果の提供を受けたのは 3 月上旬と、

年度末ギリギリとなった。 
② がん登録情報の対象年 
令和 3 年度は、2015～2018 年度の肺が

ん検診の受診者名簿と照合したが、照合し

たがん情報は、2018 年の 12 月 31 日まで

の情報であった。照合の結果、2018 年度の



5 
 

受診者の中でがんであった方の数は、他の

年よりも少なく、2018 年度の感度は他の年

度と比較して高いという結果であった。が

ん情報について、検診団体が把握している

がん情報とがん登録情報を比較したところ、

検診団体が把握しているものの、がん登録

には登録されていなかったがん情報があっ

たことから、検診の翌年に診断された症例

や届出が翌年になった症例ががん登録には

登録されていないため、2018 年度のがんの

症例数は少なく、感度が高く算出されたと

考えられた。 
令和 4 年度は、2015～2019 年度の肺が

ん検診の受診者名簿と、2019 年 12 月 31 日

までのがん情報と照合を行った。同一の市

で行われた令和 3 年度と令和 4 年度の照合

結果を比較したところ、2015～2017 年度の

がんの症例数及び感度については同じ結果

であったが、2018 年については、がんの症

例数が増加し、感度は例年と近い値に変わ

っていた。 
以上から、検診受診者の名簿とがん登録

情報とを照合する場合、がん登録情報は、が

ん検診を受けた年度の翌年の年末以降の情

報と照合することが望ましいと考えられた。 
③ 検診団体が把握しているがん情報 

 宮城県では、検診団体自身において、精密

検査の結果（受診者のがん情報）を収集して

いるが、前述のとおり、直近の情報について

は、がん登録の届出漏れをカバーできる可

能性がある。照合を行う場合には、がん登録

情報だけではなく、検診団体が把握してい

るがん情報とがん登録との差異を確認する

とともに、検診団体が把握したがん情報を

含めて照合することが望ましいと考えられ

た。 

 今回、胃及び大腸がんについて新たに照

合を実施したが、検診団体から診断年月日

の提供を受けられず、照合を実施できなか

った。今後、情報提供の可能性について確認

し、可能である場合には、提供を受け、照合

を行う予定である。  

④ 照合結果を含む集計結果の公表 

市町村への集計結果の報告に当たり、令

和 4 年 12 月から令和 5 年 1 月にかけて、

公表を前提としたリーフレット（新・旧 2 つ

のタイプ）と内部利用を前提とした集計表

について、窓口組織に対して確認を求めた。

リーフレット（旧タイプ）と内部利用を前提

とした集計表は、令和 3 年度と同様の集計

方法であり、令和 3 年度では特に問題とさ

れなかった。 
しかし、令和 4 年度は、審査部会の審査

を得て、承認されたが、集計値が 1 件以上

10 件未満の少数例の場合には、個人識別の

リスクを避けるため、原則として秘匿とす

ることが、国の「全国がん登録 情報の提供

マニュアル（第 3 版）」5)で示されているこ

とから、審査部会では、このことについて、

公表前の報告の際、十分確認するよう宮城

県庁に対して指示があった。宮城県庁では、

審査部会からの指示に従い、慎重に確認し

た結果、国のマニュアルの別添「全国がん登

録 情報の提供の利用規約」の 6 ページ「12.
成果の公表」の（３）②の「がん種別、年齢

別、市町村別、病院等別の又は他の登録情報

との組み合わせによる集計値が、1 件以上

10 件未満の場合は、原則として秘匿とする

こと」という記述と照らし合わせると疑義

があること、また、利用者として承認を得て

いない市町村の職員に対して、少数例の秘

匿処理を行っていない集計結果を提供する

ことについても疑義があるとのことで、宮

城県庁から厚生労働省に対して疑義照会が
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行われた。 
5)全国がん登録 情報の提供マニュアル（第 3版）

（令和 4 年 8 月厚生労働省・国立研究開発法

人国立がん研究センター） 

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/c

an_reg/national/datause/pdf/ncr_datause_m

anual_3rd_ed.pdf 

市町村別の集計値については、従来から

長崎県において部位別・性別・5 歳年齢階級

別罹患数及び死亡数が公表されており、こ

のことをひとつの根拠として、宮城県では、

第 18 条の申請において、市町村別・部位別・

性別・5 歳年齢階級別罹患数を集計し、公表

する内容として申請しており、県の審査部

会の承認を受けていた。しかし、実際には公

表されないまま経過していた。 
その後、厚生労働省から疑義照会に対す

る回答があり、宮城県庁からは、令和 5 年

2 月 3 日付で、次のような見解が示された

（以下、内容を要約）。 
（ア） 自治体の内部で利用する資料は、自

治体の内部でしか利用しない場合

であっても利用者以外であれば公

表に含まれる。 
（イ） 自治体職員が利用者となる場合，利

用場所は自治体の執務室内が一般

的であるが，がん登録情報の利用に

おいては、適切な安全管理措置が講

じられていることが前提となる。市

町村が、秘匿処理をしていない情報

を利用したい場合、その情報を利用

することが市町村のがん対策に必

要なことである等、利用する必要性

と、公表することによる個人識別の

リスクとのバランスを勘案したう

えで、最終的に、都道府県もしくは

市町村の設置する審議会における

議論によって、秘匿処理対象の情報

を公開することの可否は決定され

る。 
（ウ） 以上を踏まえ、リーフレットなど

の公表資料については国の利用規

約に基づく秘匿処理を行う、又

は、区分を統合する等の調整を行

い，10以上の数字にするなどの対

応をする、若しくは、仮に秘匿し

ないで公表しようとする場合は，

審査部会において利用の必要性と

個人識別のリスクについて確認の

上，承認を得る必要がある。 

（エ） 市町村が匿名化されていない資料

を内部資料として使用する場合に

ついては，公表と取り扱うことにな

るため，市町村職員を利用者に加え

るか，リーフレットなどの公表資料

と同じく，秘匿処理を行うかもしく

は審査部会で承認を得るかのいず

れかになる。 
令和 5 年 2 月 9 日付で、委託元である市

町村の担当課に対して、状況の説明と対応

について説明する内容の文書を送付し、さ

らに電話で個別に連絡を行い、対応につい

て了解を求めた（資料 4）。全 6 市町から了

解が得られたため、窓口組織に対して、申出

の変更を行う旨を説明し、その結果、改め

て、県の審査部会で審査を受けることとな

った。変更の申出書の案を急ぎ作成し、窓口

組織を通して宮城県庁に確認を求めたとこ

ろ、次のような指示があった（以下、内容を

要約）。 
(ア) 「 公表 」の言葉の捉え方が使用者・場

面により必ずしも一致していないこと

があり、今回の審査部会では、「公表」

の定義を次のとおり整理して使用する

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/can_reg/national/datause/pdf/ncr_datause_manual_3rd_ed.pdf
https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/can_reg/national/datause/pdf/ncr_datause_manual_3rd_ed.pdf
https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/can_reg/national/datause/pdf/ncr_datause_manual_3rd_ed.pdf
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こと 
 公表：利用者以外の第三者へ情報

を提供すること 
 外部利用：一般住民向け公表を前

提とする利用（提供） 
 内部利用：役場担当部署内（担当者

から首長 までのライン に限定し

た利用（提供） 
 公表しない：利用者以外には提供

しないこと 
(イ) 変更の申出書について、上記を参考に

作成し、添付資料と併せて提出するこ

と 
これを受け、文案の修正を行い、令和 5 年

3 月 8 日付で、宮城県知事あてに全 6 市町

の利用について変更の申出と公表前の報告

を行った。申出では、次の内容を明記した。 
（ア） 従来のリーフレットに加え、新しい

フォーマットのリーフレットでも

集計を行うこと 
（イ） 集計結果の利用について、内部利用

と外部利用とに分け、リーフレット、

集計表のうち少数例を含まない年

齢調整罹患率及び標準化罹患比、及

びがん検診の精度管理の集計結果

については、外部利用（一般住民向

け公表）とすること 
（ウ） （イ）以外の集計結果については、

内部利用とし、「外部利用不可」と明

示すること 
（エ） すべての集計結果について事業の

委託元である市町村の担当課に対

して報告を行い、同課ではこれを適

切に管理し、がん対策のため活用す

ること 
（オ） がん対策の観点から、外部利用不可

としている資料について外部利用

を行う必要があると同課が判断し

た際には、他の外部利用と同様に規

定の手続きを経てから公表するこ

と 
また、公表前の報告については、次の内容

を明記し、確認を求めた。 
(ア) 外部利用のリーフレット及びがん検

診の精度管理の集計結果については、

１から 10 未満の数値が各所に見ら

れるが、住民の啓発及びがん検診の

質の向上のために必要であり、秘匿

処理せず公表したいこと 
(イ) 自治体の担当部署内（担当者から首

長までのライン）に限定した内部利

用を前提とした集計結果の中に、１

から 10 未満の数値が各所に見られ

るが、市町村におけるがん対策の推

進に必要なため、内部利用での限定

を前提に秘匿処理せずに報告したい

こと 
(ウ) 内部利用を想定した集計結果につい

ては、すべての集計表に「外部利用不

可」と明示し、委託元である市町村に

対して 11 項目のルールを遵守し、適

切に管理することを確認したうえで

提供を行うこと 
変更の申出と並行して、審査部会による

判断の参考に資するため、全国における少

数例の秘匿の実態を把握することを目的と

して調査を行った。宮城県庁及び宮城県が

ん登録室には、各都道府県から罹患集計の

報告書が送付されるため、送付された報告

書を対象とし、報告書が送付されていない

自治体にあっては、当該自治体のホームペ

ージから情報を収集し、調査を行った。その

結果、次のようなことが判明し、宮城県庁に

対して情報提供を行った（資料 5）。 
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（ア） 2016 年以降、報告書を公表してい

たのは 44 県（93.6%）。 
（イ） 報告書を公表した 44 県中、市町村

別・男女別・部位別の罹患数を公表

していたのは、37 県（78.7%） 
（ウ） うち、岡山県、広島県、愛媛県では、

5 歳年齢階級別罹患数も公表 
（エ） 市町村別・男女別・部位別の罹患数

を公表した 37 県中、公表の部位を

がん検診実施部位等に限定してい

たのは 24 県（64.9%） 
（オ） 市町村別・男女別・部位別の罹患数

を公表した 37 県中、1 件以上 10 県

未満の少数例の秘匿を行っていた

のは 15 県（40.5%） 
（カ） 少数例の秘匿を行っていた 15 県で

の秘匿の範囲について、1-3 とした

のは 1 県（6.7%）、1-5 としたのは 1
県（6.7%）、1-9 としたのは 13 県

（86.7%） 
（キ） 少数例の秘匿を行っていた 15 県で

の少数例の表示方法は、単一の記号

が 11 県（73.3%）、1-3,4-6,7-9 の 3
段階としたのが 4 県（26.7%） 

変更の申出については受理され、令和 5
年 3 月 29 日、宮城県の審査部会が開催さ

れ、審査が行われた。変更の申出は承認さ

れ、公表前の報告で指摘を受けた少数例の

秘匿については、3 月 31 日付で、申請者に

対して、次のような審査結果が示された（以

下、内容を要約）。 
(ア) 外部公表のリーフレット 

外部公表可として承認する。なお，今回

の案件については，外部公表可として

いるが，今後の案件については，公表の

仕方についてはその都度検討を行うこ

と。年齢階級別の資料については承認

しない。 
(イ) 内部利用の集計結果 

内部利用として承認する。内部利用の

範囲は，市町村のみに限定する。 
(ウ) がん検診の精度管理の集計結果 

内部利用については承認する。専門家

へ助言等をもらう場合，以下のとおり

範囲を限定し，市町村名を匿名化した

上で公表可とする。 
① 宮城県立がんセンターに設置され

た委員会において守秘義務を負っ

た専門家から助言等を受ける場合 
② 行政利用や国のがん検診に関する

研究班の利用（資料や議事録が公開

されない会議又は守秘義務が課さ

れている会議） 
以上を踏まえ、集計結果を修正し、全 6 市

町に赴き、11 項目のルールを説明し（資料

6）、結果の報告を行った。 
⑤ 精度管理指標の算出結果 

 前述のとおり、精度管理指標の集計結果

については、少数例の秘匿処理を行う必要

があるため、指標のみの結果を提示する（資

料 7）。 

⑥ 結果を全県的に扱う場の欠如 

がん検診の精度管理指標の算出結果につ

いては、令和 3 年度、宮城県生活習慣病検

診管理指導協議会への報告を行うべく、宮

城県に打診したが、宮城県担当課からは、国

が示す「事業評価のためのチェックリスト」

6)には、項目として含まれていないことから、

報告は不要との回答であった。 
6) 事業評価のためのチェックリスト（平成28年

3 月 31 日厚生労働省健康局がん・疾病対策課

事務連絡別添） 

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/s

creening/check_list.html 

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/screening/check_list.html
https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/screening/check_list.html
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宮城県では、生活習慣病検診管理指導協

議会とは別に、宮城県肺がん対策協議会が

設置されている（宮城県対がん協会と宮城

県結核予防会が共同設置）。同協議会は、肺

がん検診における宮城方式を担ってきた組

織でもあり、モデル事業の開始に先立ち、が

ん登録情報を活用した精度管理を進める予

定であり、協力をお願いした経緯もあるこ

とから、令和 4 年 3 月 23 日に開催された

令和 3 年度の会議において、モデル事業を

開始し、1 自治体で精度指標を算出した旨

を口頭で報告した。しかし、詳細な結果につ

いては、報告することが出来なかった。その

ため、令和 5 年 3 月 15 日に開催された令

和 4 年度の会議では、令和 3 年度に実施し

た結果について、実施自治体名を匿名化し

たうえで報告した（資料 8）。令和 4 年度の

結果については、令和 5 年度の会議（令和

6 年 3 月頃開催の見込み）で報告する予定

である。 
なお、令和 4 年度は、胃がん及び大腸が

んについて精度管理指標を算出したが、こ

れらについては、宮城県内の関係者に報告

する場がなく、関係者と情報を共有し、検討

を行える状況にはない。今後の課題である。 
（３）検診団体における照合結果の活用 
 令和 4 年度は、がん検診受診者名簿とが

ん登録情報との照合において、申請者側で

の作業、窓口組織側での作業に時間を要し、

最終的に、照合結果の提供を受けたのは 3
月上旬と、令和 3 年度に引き続き、年度末

ギリギリでの提供となった。また、公表前の

報告において、少数例の秘匿の問題が浮上

し、変更の申出を行わなければならなくな

ったことに伴い、検診団体に対する照合結

果の提供は遅れることとなり、来年度に持

ち越しとなった。 

 令和 3 年度に提供を受けた照合結果につ

いては、宮城県結核予防会からヒアリング

を実施し、その概要は次のとおりであった。 
(ア) 結核予防会において症例検討会を開催 
(イ) 年代（10 歳階級）と性別のみ提示し、

エックス線の画像を読影・評価 
(ウ) がん登録から提供を受けたがん情報は、

がんの大まかな部位のみ（左・右、上葉・

中葉・下葉の別） 
(エ) 診断時の画像情報はないため、正しい

かどうか振り返りを行うことは困難 
(オ) 症例検討会で得られた知見をどう役立

てることができるのかは課題 
 今後、宮城県対がん協会に対してもヒア

リングを実施し、課題を抽出したいと考え

ている。 
（４）精度管理専門委員会の委員の拡充 
令和 4 年度は、2 市でがん検診の精度管

理を実施することとなり、対象部位は、肺が

ん（2 市）、胃がん及び大腸がん（1 市）に

拡大することになった。肺がんについては、

令和 3 年度にすでに委員の委嘱を行ってい

たため、新たに、胃がん及び大腸がんについ

て委員の委嘱を行った（資料 9）。 
 令和 5 年 3 月、肺がん、胃がん及び大腸

がんについて、それぞれ第 1 回の会議を開

催し、集計結果について検討を行った。 
（５）がん登録情報の集計結果の活用 
 令和 4 年度は、市町村に対する集計結果

の報告が大幅に遅れることになったが、委

託を受けた 6 市町すべてに対して、がん登

録情報の集計結果を提供することが出来た。 
令和 3 年度に引き続き、宮城県で毎年発

行しているリーフレット「宮城県のがん罹

患」の市町村版を作成し、提供するととも

に、新しいフォーマットでのリーフレット

を提供した。令和 3 年度は、旧版のリーフ
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レットを提供したが、どう扱ったらよいか

難しいという声が聞かれたため、どうした

ら使いやすくなるのかの検討を行った。そ

の結果、あらかじめポイントとなる集計結

果について、グラフや表を使ってわかりや

すく表示したものを多数掲載し、市町村で

は、目的に合致したものをそのまま利用で

きるようにしてはどうか、という結論に至

り、新しいフォーマットでリーフレットを

作ってみることになった。新版については、

市町村からは、わかりやすく、使いやすいと

のお声をいただいた。 
また、令和 3 年度に提供された情報が受

診勧奨などにどのように活用されたのか情

報収集を行うため、自治体の利用者を対象

に情報交換会を開催した（資料 10）。モデル

事業を実施している全 6市町から 24名の参

加を得ることが出来た。各市町とも少しず

つ利用を始めており、がん検診の受診勧奨

や追加検診の受診勧奨、住民向けの講演会

などで利用していた。 

情報交換会では、要精査となった方の受

診率向上をどうしたらよいのか困っている

といったがん検診の実施上の課題のほか、

チラシ配布などの方法は限界があるため、

モデル地区を設定して、実際に現場に入っ

て行動変容を促す活動を検討しているなど

健康づくり全般に関する取り組みについて

も話が及んだ。参加者からは、他の取り組み

が参考になったというコメントをいただい

た。 

宮城県では、第 3 期宮城県がん対策推進

計画を推進するため、保健所がん対策推進

事業実施要領が定められ、保健所単位で地

域の実情に応じた事業展開が行われている。

宮城県立がんセンターでは、宮城県庁の協

力要請を受け、これまで、保健所単位・市町

村単位でのがん統計データを集計・分析し、

その結果を提供するとともに、参加した保

健所・市町村の職員と情報交換を行ってき

た 7)。会議では、がん対策に関しては、市町

村の情報交換を行う場がなく、このような

機会を続けてほしいという意見が出ていた。

しかし、新型コロナウイルス感染症の流行

に伴い、開催に至らなかった年度もあった。

以上のことを踏まえると、市町村ががん対

策について情報交換をすることが出来る場

を継続して確保することが必要であると考

えられた。 

7) 金村政輝,佐藤洋子,佐藤優希,目崎はる香,植

野由佳,菊田早智子,齋藤美登里：がん登録情報

のがん対策への活用を目指して－宮城県にお

ける市町村に対するがん統計情報提供の試み. 

JACR monograph. 2020; 26: 68. 

（６）全県的な普及のための課題整理 
令和 4 年度は、過去 2 年間に行われた委

託契約から法第 19 条の申請・提供までを振

り返り、自治体への参加呼びかけ、委託契

約、申請、審議会での審査、データ加工、デ

ータ提供、データ利用の各プロセスにおけ

る課題の抽出を行った。 
① 自治体への参加呼びかけ 

法第 46 条第 4 項では、市町村はがん情報

等を活用して、「がん検診の質の向上その他

のがん対策の充実に努めるものとする」と

明記されている。しかし、義務的な規定では

ないため、実施する必要はないと認識され

ている可能性は否めない。 
現在、がん検診の精度管理については、プ

ロセス指標による評価にとどまっているが、

全国がん登録が開始され、すでに 5 年を経

過しており、がん登録情報を活用できる状

況に至っている。がん登録推進法の趣旨を

踏まえれば、「がん予防重点健康教育及びが
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ん検診実施のための指針」8)及び「事業評価

のためのチェックリスト」6)について、がん

登録情報を活用した照合を行い、感度、特異

度、偽陰性率などの精度指標を算出し、評価

することを、市町村の義務として明確化す

る、あるいは、市町村による精度管理を都道

府県が支援することを義務として明確化す

る、などの対応が必要と考えられる。今後、

検討が進み、早急に実現することを強く期

待したい。 
8) がん予防重点健康教育及びがん検診実施の

ための指針（健発第 0331058 号平成 20 年 3

月 31 日厚生労働省健康局長通知別添）

https://www.mhlw.go.jp/file/06-
Seisakujouhou-10900000-
Kenkoukyoku/0000111662.pdf 

② 委託契約 

委託契約については、その作業の煩雑さ

が挙げられる。令和 4 年度は、1 町増え、6
市町と委託契約を締結した。2 年目の市町

では比較的スムーズに契約の事務処理が進

んだが、新規参加の自治体では、何度か契約

書案についてのやり取りが必要となった。 
宮城県内には 35 市町村あることから、全

県的に普及するためには、35 市町村との委

託契約を締結する必要がある。県内共通の

契約書を採用することが出来れば、事務処

理にかかる作業量を減らすことが出来るの

ではないかと推測される。 
福井県では、2017 年に全国で初めて、県

内の市町が実施するがん検診料金を統一し、

県民は、居住地の市町が発行する受診券を

使用して、どこの市町の医療機関でも一律

の自己負担金でがん検診を受けることがで

きる体制となった 9)。このような体制を実

現するためには、県がイニシアチブをとっ

て各市町村と調整しなければ実施が難しく、

市町村との検診受託者との契約に対して、

県が何等かの形で関与していることが推測

される。がん検診の精度管理を実施する上

で、県が主体的に関わることで、県内全市町

村での実施の可能性を高めることが出来る

と考えられた。 
9) 市町等が実施するがん検診に関する情報を

掲載しています。（福井県ホームページ） 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kenk
ou/gankensin.html 

③ 申請及び審査会での審査 

令和 4 年度は、法第 19 条の申請について

は、6 市町の 6 件の申請が行われた。令和 3
年度の申請は、初年度ということもあり、手

続きに時間がかかり、10 月 1 件、11 月 3
件、12 月 1 件と遅れた。しかし、令和 4 年

度は、6 月 5 件、9 月 1 件と早い時期に申請

が行われた。1 度申請手続きを経験するこ

とで、2 度目の申請は比較的容易に行われ

ることが判明した。 
しかし、9 月の 1 件は、がん検診の精度

管理を新たに実施する市で、個人情報保護

条例上、適正な利用であることがわかる書

類を準備するために多くの時間を要した。 
この書類は、国の「全国がん登録 情報の

提供マニュアル（第 3 版）」5)に示されたも

のではなく、また、県の事務処理について定

めた要領（宮城県がん登録管理事業情報提

供事務処理要領 10)）にもないもので、令和

3 年 3 月に宮城県庁の指示により、急遽追

加されたものである。 

10) 宮城県がん登録管理事業情報提供事務処理

要領（宮城県ホームページ） 

https://www.pref.miyagi.jp/document
s/14205/gantouroku_youryou.pdf 

書類の様式については、そもそも法に規

定がないこと、また、実際に県の審査部会で

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/0000111662.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/0000111662.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/0000111662.pdf
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kenkou/gankensin.html
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kenkou/gankensin.html
https://www.pref.miyagi.jp/documents/14205/gantouroku_youryou.pdf
https://www.pref.miyagi.jp/documents/14205/gantouroku_youryou.pdf
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審議を経なければ適正なものを示すことは

出来ないということで、代わりに、決裁を受

けた起案文書と決裁権限が適切であること

がわかる例規の写しをもって判断するとい

う説明が令和 3 年 6 月に行われ、そのまま

県の要領で定められることなく経過してい

る。 
さらに、窓口組織での形式点検では、書類

だけでは判断が難しいという宮城県の意向

により、宮城県の担当者が当該自治体の担

当者に電話で確認をとることになっている。

結果的に、令和 4 年度もこの手続きに時間

を要した。 
④ データ加工・データ提供・データ利用 

データ加工は、申請者が、がん登録情報と

の照合のためがん検診の受診者の名簿を整

理し、窓口組織に提供するまでのプロセス

に該当する。令和 4 年度は、実施自治体、

対象部位、対象年の増加に伴い、対象者名簿

の人数が増加することになり、作業量が大

幅に増えることが推測された。対象者名簿

の人数の増加に対応するためには、申請者

においては、窓口組織での目視照合に過度

な負担がかからないよう、同一人物の重複

を削除した対象者名簿を提出することが必

要であり、窓口組織においては、対応できる

スタッフを増やすことが必要となる。 
データ提供は、名簿の提供を受けた窓口

組織が、照合を行い、その結果を申請者に提

供するまでのプロセスに該当する。データ

加工のところでも触れたように、対象者名

簿の人数が増加する場合には、それに対応

できるよう、窓口組織において対応可能な

スタッフを増やすことが必要となる。 
データ利用は、窓口組織からの照合結果

の提供を受け、検診の精度管理指標を算出

するとともに、がん検診の精度の向上のた

めに、検診受託者において、症例の振り返り

を行い、精度の向上に役立てるまでのプロ

セスに該当する。本研究では、検診の精度管

理指標の算出を宮城県立がんセンターが実

施し、がん検診精度管理専門委員会の助言

をもらいながら進めた。 
がん検診の精度向上のための具体的な取

り組みについては、検診受託者である宮城

県結核予防会及び宮城県対がん協会がその

役割を担った。 
今後、全県的に実施する際には、検診の精

度管理指標の算出については、宮城県生活

習慣病検診管理指導協議会の各がん部会

（胃、大腸、肺、乳房、子宮）がその役割を

担うことも有力な方法と考えられる。 
また、がん検診の精度向上のための具体

的な取り組みについては、市町村や検診の

部位によっては、宮城県結核予防会や宮城

県対がん協会以外の検診団体や郡市医師会、

さらには、病院、診療所など多様な団体が想

定されるため、精度向上のための取り組み

が効率的なものとなる仕組みが必要である。

これについても、宮城県生活習慣病検診管

理指導協議会の各がん部会がその役割を担

うことが有力な方法と考えられる。 
 
D. 考察 
 本研究では、宮城県を対象にモデル事業

を実施することで多くの知見を得ることが

出来た。ポイントを絞って、改めて整理して

みたい（資料 11）。 
（１）市町村を対象としたモデル事業 
がん検診の実施主体である市町村が、専

門機関である宮城県立がんセンターの支援

を受け、法第 19条に基づくがん情報の提供

を受け、精度管理を実施するというモデル

事業の実施は、法的に整合性がとれており、
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また、窓口組織との密接な連携のもと、ま

た、がん検診及びがん検診の精度管理に詳

しい専門家の協力を得て、宮城県立がんセ

ンターにがん検診精度管理専門委員会を設

置することで、実際に実施することが可能

であった。 
しかし、その成果を全県的に展開する際

には、解決しなければならない課題が数多

く存在した。 
（２）都道府県が果たすべき役割 
解決しなければならない課題は数多く存

在するが、都道府県が主体的に取り組むこ

とで、多くの課題が解決できると考えられ

た。 
自治体への参加呼びかけ及び委託契約の

煩雑さは、都道府県が主体的な取り組みを

行うことで解決できる余地が大きい。 
精度管理指標を算出するとともに、がん

検診の精度の向上のために、検診受託者に

おいて、症例の振り返りを行い、精度の向上

に役立てるまでのプロセスにおいても、例

えば、都道府県に設置された生活習慣病検

診管理指導協議会を活用することで、全県

的に情報を収集し、課題を解決することが

可能になると考えられた。 
（３）国が果たすべき役割 
 精度管理を全県的に展開する際、市町村

と都道府県が主体的に取り組むかどうかは

それぞれの意向によらざるを得ない。がん

登録推進法の趣旨を踏まえれば、「がん予防

重点健康教育及びがん検診実施のための指

針」7)及び「事業評価のためのチェックリス

ト」6)について、がん登録情報を活用した照

合を行い、感度、特異度、偽陰性率などの精

度指標を算出し、評価することを、市町村の

義務として明確化するとともに、市町村に

よる精度管理を都道府県が支援することを

義務として明確化する、などの対応が必要

と考えられる。 
（４）対象者数の増加への対応 
都道府県内でがん検診の精度管理を実施

する場合、対象市町村が増えることで、対象

者数も増加するため、そのことに対応する

必要がある。申請者においては、窓口組織で

の目視照合に過度な負担がかからないよう、

同一人物の重複を削除した対象者名簿を提

出することが必要であり、窓口組織におい

ては、対応できるスタッフを増やすことが

必要となる。申請者、窓口組織の双方で、情

報処理のスキルを高める必要がある。 
（５）がん登録と照合するタイミング 
検診受診者の名簿とがん登録情報とを照

合する場合、がん登録情報は、がん検診を受

けた年度の翌年の年末以降の情報と照合す

ることが望ましい。これより前のタイミン

グのがん情報と照合すると、がん登録に登

録される前の時点での照合となり、がんの

症例数が少なくなるとともに、感度が低く

算出される傾向が現れることに注意する必

要がある。 
検診団体が把握するがん情報は、この欠

点をカバーできる可能性がある。照合を行

う場合には、がん登録情報だけではなく、検

診団体が把握しているがん情報とがん登録

との差異を確認するとともに、検診団体が

把握したがん情報を含めて照合することが

望ましい。 
（６）検診団体における照合結果の活用 
肺がん検診の受託者からのヒアリングか

ら、がん登録情報との照合結果を利用した

症例検討会を実施したところ、現在の利用

方法では、精度向上のための取り組みに限

界があることが判明した。 
がん登録から提供を受けたがん情報はが
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んの大まかな部位のみ（左・右、上葉・中葉・

下葉の別）であり、診断時の画像情報がない

ため、正しいかどうか振り返りを行うこと

は困難であるためである。 
診断時点の X 線検査や CT 検査での情報

が得られることで、この問題が解決できる

が、がん登録では、診断時点の画像検査は登

録の対象にはなっていないため、別な方法

で入手する必要がある。がん登録からは、検

診の受託者が把握していないがんの診断年

月日と医療機関の情報の提供を受けること

が出来るため、医療機関に照会して画像情

報を入手することが出来れば、解決できる

可能性がある。その際、利用者の範囲を適切

に設定し、申請したうえで照会を行うこと、

また、医療機関への照会ががん登録情報の

二次的な提供にならないような方法で実施

することが必要となる。 
（７）がん登録情報の集計結果の活用 
感度や特異度は、必ずしも 100％にはな

らないことを考慮すると、がん検診の精度

管理の必要性・重要性もさることながら、そ

の結果の解釈について、住民の理解を深め

ていく必要がある。そのためには、精度管理

指標の結果の公開のあり方に関する検討に

加え、情報のリテラシーの向上も重要な課

題である。 
そのためには、がん検診の実施主体であ

る市町村のみならず、都道府県、都道府県が

ん登録室、検診団体等が協力しながら、精度

管理を安定的かつ恒常的に進められる環境

づくりが重要と考えられる。 
モデル事業では、市町村に対してリーフ

レットを提供し、その活用を依頼した。将来

的には、住民が自分の住む市町村において、

どんながんが多く、予防のために何をしな

ければならないかが理解できるようになる

ことが、リテラシーの向上にも役立つと考

えらえる。 
 実際には、がん情報の集計結果の提供を

受けた市町村でも、その利用については始

まったばかりであり、アイデアを必要とし

ている。各自治体の活用状況について、情報

収集を行うとともに、その結果を共有し、情

報交換ができる場や仕組みを設けることは

有用である。 
また、精度管理指標の公表がどのような

影響を及ぼすのか、公表された内容を住民

がどう受け止め、理解するのか、それを受

け、どのように公表すべきかについては、今

後の課題であり、実証的な研究の実現を期

待したい。 
（８）都道府県の審査会 

がん検診の精度管理を全市町村で実施す

る場合、数多くの申請を処理する必要があ

る。申請手続きを簡略化することは、申請

者、審査側の双方において、重要と考えられ

る。また、審査会の定期開催や開催回数の増

加について検討する必要がある。 
（９）個人情報保護条例との整合性 
宮城県でのモデル事業では、がん検診の

精度管理を新たに実施する市町村が、個人

情報保護条例上、適正な利用であることが

わかる書類を準備するために多くの時間を

要した。その要因として、県の要領で様式を

定めておらず、代わりに、決裁を受けた起案

文書と決裁権限が適切であることがわかる

例規の写しをもって判断するという手続き

になっていること、さらに、実際には提出さ

れた書類だけでは判断が難しいため、県の

担当者が当該自治体の担当者に電話で確認

をとることになっていることが大きく影響

している。 
今後、実施を検討する都道府県において
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は、個人情報保護条例との整合性を図るた

め、書類の提出を義務付けるのかどうか、義

務付けるのであれば、要領等で様式を定め、

形式的に点検できるようにすることが望ま

しい。 
（10）少数例の秘匿の扱い 
 宮城県においては、令和 3 年度に認めら

れた公表が、令和 4 年度は疑義があるとし

て、国に疑義照会が行われ、県の審査部会で

審査を受けることになった。がん検診の精

度管理指標の算出結果についても、公表に

ついて制限を受けることになった。 
 市町村別の集計値は、少数例が発生しや

すく、人口規模の小さな市町村では少数例

の発生を完全に避けることができない。そ

のような場合、個人の特定につながるおそ

れが否定できないという指摘とともに、不

安定な集計値を公表することが適切なのか、

という指摘がありえる。 
しかし、市町村ががん検診の実施主体で

あり、法第 46 条第 4 項では、市町村はがん

情報等を活用して、「がん検診の質の向上そ

の他のがん対策の充実に努めるものとする」

と明記されていることを考慮すると、少数

例に該当するからという理由での一律に秘

匿とすることは、人口規模の小さな市町村

に制約を課すことにつながる。また、少数例

による秘匿は、市町村間の比較を困難にし、

精度向上の取り組みを損ねる可能性がある。 
少数例の秘匿は、利用と保護のバランス

の間で発生する問題であり、その基準につ

いて、一律に線引きをすることが難しく、個

別の事例ごとに判断すべきであると考えら

れる。しかし、実例が増え、経験を積むこと

で、リスクの大きさを改めて見積もること

が可能となり、利用と保護のバランスを再

考する機会が生まれる。1 回下された判断

に固執するのではなく、その後の実例も踏

まえ、どの程度のリスクであれば許容でき

るというコンセンサスが得られるよう検討

を続ける必要があるのではないだろうか。

今よりも安全で、かつ、有用な情報が利用で

きるよう、少数例の秘匿の実例について全

国的に情報を収集し、その情報を公開し、共

有する取り組みの導入を提案したい。 
（11）得られた知見のマニュアル化 
宮城県を含めてモデル地域で確認された

課題については、情報が共有され、その解決

が図られることが重要である。本研究班で

得られた知見については、例えば、「全国が

ん登録 情報提供マニュアル」5)や「自治体

担当者のためのがん検診精度管理マニュア

ル」11)などの既存のマニュアルに反映され

ること、あるいは、新規のマニュアルなどに

取りまとめられ、役立つことを期待したい。 
11) 自治体担当者のためのがん検診精度

管理マニュアル第 2 版（平成 30 年 3 月国

立研究開発法人国立がん研究センターがん対

策情報センター） 

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/s

creening/screening_manual.html 

 
E. 結論 
宮城県では、令和 3 年度にモデル事業を

立ち上げ、2年目の令和 4年度は、6市町に

おいて事業を実施した。このうち、がん検診

の精度管理を実施したのは 2 市であり、対

象部位は、肺がん（2 市）、胃がん及び大腸

がん（1市）であった。モデル事業を実施す

ることで多くの知見を得ることが出来た。

今後、得られた知見が役立つことを期待し

たい。 
 
G. 研究発表 

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/screening/screening_manual.html
https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/screening/screening_manual.html
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1. 論文発表 
なし 
2. 学会発表 
１）佐藤洋子, 金村政輝: がん登録情報を活

用したがん対策の推進（第 5 報）：市町村

のがん登録情報活用支援事業. 第 81回日

本公衆衛生学会総会, 甲府, 2022.10  
２）金村政輝, 佐藤洋子: がん登録情報を活

用したがん対策の推進（第 6 報）：市町村

のがん検診の精度管理. 第 81回日本公衆

衛生学会総会, 甲府, 2022.10  
３）金村政輝, 佐藤洋子: がん登録情報を活

用したがん検診の精度管理の実現に向け

て：宮城県からの報告. 第 32 回日本乳癌

検診学会学術総会, 浜松, 2022.11 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



宮城方式によるがん検診体系

 がんに関する知識の啓発から、事後管理まで一貫した検診体系で行う。
 専門の医師による、各種がん検診の対策委員会および診断委員会を組織
し、委員会を定期的かつ必要に応じて開催することにより、がん検診の
体系化の確立および検診方式並びに診断方法等を検討するとともに、症
例検討会等を行い診断技術の向上に努めている。

 事務局は宮城県対がん協会（肺がんは宮城県結核予防会と共同で実施）

資料１



宮城県⽴
がんセンター市町村

がん検診
受託者

市町村版リーフレット等の提供
精度管理の報告・助⾔

受診者名簿
の提供

照合結果・
精度管理指標
の提供

宮城県
がん登録室

宮城県

事前相談
提供申請
照合協⼒

送付 送付

集計⽤匿名情報の提供
照合結果の提供

集計⽤匿名情報の作成
受診者名簿との照合

市町村版リーフレット等の作成
精度管理指標の算出

精度管理
委員会

精度管理の評価・助⾔

がん登録情報利⽤等審査部会

⽣活習慣病検診管理指導協議会

精度管理
の受託者

詳細な精度管理指標の算出
講習会等の開催

委託 結果報告

結果報告

宮城県のモデル事業の概要
新・宮城⽅式（県内全市町村へのがん情報の提供によるがん対策の推進）

委託
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市町村による 

全国がん登録 

情報の活用を 

支援します！ 

我がまちの状況把握・がん検診の精度管理 

がんの罹患に関する情報を集計・分析することで我がまち

のがんの実態を知り，がん検診の受診勧奨や地域保健活動に

役立てることができます。 

がん登録データを活用することでがん検診の精度を評価す

ることができます。結果を検診の現場へフィードバックするこ

とで精度の向上に役立てることができます。 

宮城県立がんセンターにご相談ください。 

がんセンターが支援 

データの集計・分析 

がん登録特有のルールや大量のデータを扱

うのは大変です。専門のスタッフがリクエスト

に応じた集計や分析を行います。 

利用申請手続き 

がん登録データを利用するためには宮城

県に申請しなければなりません。 

受託者として申請手続きを行います。 

安全管理措置 

国のマニュアルが求める高いレベ

ルでデータを適正に管理できます。

お問い合わせ先 

宮城県立がんセンター  研究所 

事業実施者 ： がん疫学・予防研究部長 金村政輝 

相談窓口 ： 宮城県がん登録室 

佐藤優希・佐藤洋子（副室長） 

電  話 ： 022-796-3624  

E-mail ： registry@miyagi-pho.jp

全国がん登録が開始され，がん登録情報を活用したがん対策

を推進することが可能となりました。しかし，がん登録情報の活

用のためには，いくつかの困難を伴います。 

そこで，宮城県立がんセンター研究所では，これまでがん登録

業務で培ったがん登録に関する知識，研究所がもつデータの集

計・分析のスキル，さらに，がん検診やがん対策に関する専門的

な知見やネットワークを最大限に活用し，市町村によるがん登

録情報の活用を支援する事業です。 

「全国がん登録」って何？ 何がわかるの？ と思った方，まず宮城県立がんセンター 宮城県

がん登録室にご連絡ください。各自治体の目的にあった形でご利用いただけるようお打ち合

わせをさせていただきます。 

令和 4年度モデル事業（無料） 

市町村では 

資料３



 

 

令和３年度の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●全国がん登録とは 

日本でがんと診断されたすべての人の情報を，国で１つ

にまとめて集計・分析・管理する仕組みです。各都道府県

に設置された「がん登録室」を通じて集められ，国のデー

タベースで一元管理されています。 

がん登録推進法が平成 28 年に施行され，全ての病院と

指定された診療所は各都道府県の登録室へがん患者さん

の罹患情報を届出していただくことになりました。 

●何がわかるの？  

がんの罹患数や罹患率，生存率など，がん対策の基礎と

なるデータを把握することができます。 

がん対策を推進するためには，正確ながんの実態把握が

必要であり，その中心的な役割を果たしています。 

●市町村が直接，申請できないの？ 

できます。がん登録推進法に基づき宮城県が定めた手続

きで利用を行うことになっています。 

しかし，がん登録情報活用のためのハードルは高く，な

かなか利用に至らないのが実情です。 

１）利用申請手続き 

申請書類が膨大で煩雑 

２）安全管理措置 

データの管理には高いレベルの安全管理措置が必要 

３）データの集計・分析 

データセットの集計・分析には知識とスキルが必要 

●がん検診の精度管理 

 検診の精度（感度・特異度）を評価し，がん検診が適切

に運用されているか判断することは，がん検診をマネジメ

ントする上でとても重要なことです。がん登録情報を活用

することで，偽陰性率，感度，特異度などの精度指標によ

る評価が可能となります。また，結果を検診の現場にフィ

ードバックすることも重要です。検診の受託者に診断委員

会や精度管理委員会を設置し，フィードバックが適切に行

われるよう精度管理の実施状況の評価，助言，指導を行い

ます。 

●費用 

令和 4年度は，無料のモデル事業として実施します。 

私達は，宮城県内全市町村で活用いただくことを目指し

ており，将来的には，本格的な事業を継続的に実施するた

めに必要な費用を算出し，有料化したいと考えています。 

宮城県立がんセンターから「全国がん登録データ活用支援事業」のお知らせ 

 ２市３町と契約し集計分析を行い

ました。うち１市においては，精度管

理も実施しております。大変ご好評を

いただき，この２市３町においては，

令和４年度も契約の準備を進めてお

ります。今年度は，１０市町村での事

業実施を予定しています。 

・検診の精度管理を行うか

・集計項目の検討

・個人情報保護条例の確認

・宮城県に提出する書類の作成

・宮城県で開催

・リーフレットの作成

・各種集計表の作成

・精度管理指標の算出等

・公表前点検のため，宮城県へ提出

する

しない

・データを廃棄

・県へ廃棄の報告

次年度も
継続

データの廃棄

審査部会

データ受領

集計・分析

集計結果の活用
・データの解釈や活用についてご相
談に応じます

・国のマニュアルが求めるレベルで
のデータ管理

・個人が特定できないかなど審査を
受けます

活用支援事業の契約からデータ活用までの流れ

事前相談

委託契約締結

納品

申請書作成

公表（納品）前の点検

中間報告



市町村がん登録活用支援事業をご利用いただいている自治体の皆さまへ 
集計結果の利用と公表に関する対応について 

令和 5 年２月 9 日 
宮城県立がんセンター研究所 
がん疫学・予防研究部 部長  金村 政輝 

市町村がん登録情報活用支援事業につきましては、ご理解とご協力を賜り、感謝申し上げ
ます。このたび、集計結果の利用と公表に関して、宮城県から指示がありましたため、その
概要についてご報告をさせていただきます。 
 今年度の集計結果の利用と公表については、昨年度と同様、窓口組織である宮城県がん登
録室を経由して、公表前の報告ということで、宮城県庁に確認を求めているところです。今
年度の利用は、宮城県がん登録情報利用等審査部会（以下「審査部会」という。）の審査を
得て、承認されたものですが、集計値が 1 件以上 10 件未満の少数例の場合には、個人識別
のリスクを避けるため、原則として秘匿 とすることが、国のマニュアルで示されているこ
とから、審査部会では、このことについて、公表前の報告の際、十分確認するよう宮城県庁
に対して指示がありました。宮城県庁では、審査部会からの指示に従い、慎重に確認した結
果、国への疑義照会を行う必要があると判断し、その結果、別紙写しのとおり対応の方針
が示されました。また、この方針については、公平性を期すため、宮城県を含む今年度の申
請すべてについて適用することが併せて示されました。 
昨日、宮城県の担当職員から説明を伺いました。その結果、このままでは、リーフレット

及びすべての集計表について、少数例の秘匿をしない限り利用できないことが判明しまし
た。この秘匿で影響が大きいのが詳細な集計表で、多くの表で秘匿処理が必要となり、利便
性を大きく損なう可能性があります。 
そこで、市町村の皆さまに可能な限り詳細な集計結果をご利用いただく方策を検討した

結果、リーフレットの少数例については公表資料として秘匿処理をさせていただくものの、
いつでも利用可能な状態とする。その一方で、詳細な集計表については非公表資料と位置付
け、内部資料として利用できるよう、申請の修正を行うことが最善の策と考えるに至りまし
た。なお、詳細な集計表のうち、公表資料としたい集計表がおありになる場合には、協議の
うえ、対応して参りたいと存じます。 
修正の申請が、当方の希望通り承認されるかどうかについては、審査の結果次第となりま

す。もし、承認されない場合には、リーフレットを含むすべての集計結果について、少数例
の秘匿を行った形で報告をさせていただくことになります。 
次回の審査部会の開催ですが、宮城県庁からは、年度内での開催で調整する意向を伺って

おり、年度内での結論を得たいと願っております。しかし、審査結果が年度明けにずれ込む
可能性が高いと判断した場合には、少数例を秘匿した結果を報告書として納品させていた
だき、年度明けに改めて差し替え等の対応をさせていただくことも念頭に置いております。 
以上の対応につきまして、ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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1 北海道 ○ 2018 ○ ×
2 青森県 ○ 2017 ○ ×
3 岩手県 ○ 2019 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

4 宮城県 ○ 2019 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ×

△集計実施も未公開
また、5歳年齢階級別罹患数
を公表することで承認済みも
未公表

5 秋田県 ○ 2017 ○ ×
6 山形県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
7 福島県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
8 茨城県 ○ 2019 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 単一の記号
9 栃木県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
10 群馬県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 単一の記号
11 埼玉県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
12 千葉県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（自治体による） 1-9 1-3、4-6、7-9の3段階
13 東京都 ○ 2016 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
14 神奈川県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
15 新潟県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 単一の記号
16 富山県 ○ 2017 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
17 石川県 ○ 2018 ○ ×
18 福井県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
19 山梨県 ○ 2019 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 単一の記号
20 長野県 × ×
21 岐阜県 ○ 2019 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-5 単一の記号
22 静岡県 × ×
23 愛知県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
24 三重県 ○ 2017 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 単一の記号
25 滋賀県 ○ 2019 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 単一の記号
26 京都府 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 単一の記号
27 大阪府 ○ 2018 ○ ×
28 兵庫県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
29 奈良県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-3 単一の記号
30 和歌山県 ○ 2017 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
31 鳥取県 ○ 2018 ○ ○（市・群） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
32 島根県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 1-3、4-6、7-9の3段階
33 岡山県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 5歳年齢階級別罹患数を公表
34 広島県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 5歳年齢階級別罹患数を公表
35 山口県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 1-3、4-6、7-9の3段階
36 徳島県 ○ 2017 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 単一の記号
37 香川県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
38 愛媛県 ○ 2017 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 5歳年齢階級別罹患数を公表
39 高知県 ○ 2019 ○ ×
40 福岡県 ○ 2018 ○ ×
41 佐賀県 × ×
42 長崎県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 単一の記号
43 熊本県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
44 大分県 ○ 2019 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
45 宮崎県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
46 鹿児島県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-9 1-3、4-6、7-9の3段階
47 沖縄県 ○ 2018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

市町村別集計値の公表状況調べ
令和5年3月1日　　宮城県がん登録室

備考2016年
以降

報告書
公表
あり

最新
対象年

市町村別
男女別
部位別
の公表
あり

公表部位 少数例の秘匿あり 秘匿範囲 秘匿した少数例
の表示方法

情報源 まとめ

①2016年以降報告書公表

あり 44県（93.6%）*宮城県

なし 3県（ 6.4%）

②市町村別・男女別・部位別の罹患

数の公表

あり 37県（78.7%）*宮城県

なし 10県（21.3%）
＊岡山県、広島県、愛媛県では、

5歳年齢階級別罹患数を公表

③公表部位をがん検診実施部位等

に限定

限定あり 24県（64.9%）
限定なし 13県（35.1%）*宮城県

④少数例の秘匿

あり 15県（40.5%）
なし 22県（59.5%）*宮城県

⑤少数例の秘匿の範囲

1‐3 1県（ 6.7%）
1‐5 1県（ 6.7%）
1‐9 13県（86.7%）

⑥秘匿した少数例の表示方法

単一の記号

11県（73.3%）
1‐3、4‐6、7‐9の3段階

4県（26.7%）

参考資料

１ 兵庫県（2018年）

…部位限定なし、秘匿なし

２ 愛媛県（2017年）

…部位限定なし、秘匿なし

（ 5歳年齢階級別罹患数を公表）

３ 茨城県（2019年）

…部位限定あり、秘匿あり

（単一の記号）

４ 鹿児島県（2018年）

…部位限定なし、秘匿あり

（1‐3、4‐6、7‐9の3段階）

資料５



－
 78 －

参考資料１



参考資料２



参考資料３



-107-

参考資料４
（鹿児島県）



市町村におけるがん登録情報の利用について

令和５年４月１４日

宮城県がん登録室作成

 がん登録推進法第１９条の規定に基づき提供を受けたがん情報のうち，市町村の内部

利用を条件に承認された集計結果については，すべての集計票に「外部利用不可」と明

示しています。

この「外部利用不可」とされている情報を利用する際には，次の事項を遵守していた

だくようお願いいたします。

１ 内部利用を行う担当部署の利用場所は，市町村の行政実務を行っている執務室であ

る。

２ 集計結果（紙媒体及び CD などの電子媒体）は，執務室内の鍵のかかるキャビネッ

ト又は机の引き出しに保管する。

３ CD などの電子媒体から複写された集計結果（エクセルファイル等）は，当該自治

体において安全性が担保され，利用が承認された端末の所定のフォルダに保存し，利

用するものとし，パスワードで保護する。

４ 集計結果（紙媒体，エクセルファイル等）を利用する職員は，がん対策に従事する

職員に限定する。

５ がん対策の企画・立案または実施のため，担当部署以外の他部署の職員に集計値を

示す必要がある場合には，一時的な閲覧とする。

６ がん対策の企画・立案または実施のため，担当部署以外の他部署に集計値を提供す

る必要がある場合には，外部利用として扱い，1 から 10 未満の集計値が含まれる場

合には，記号に置き換えるか，10 以上の集計値となるような集計区分に変更するな

どの秘匿処理を行ったうえで，公表前の報告として，申請者を通して窓口組織に相談

し，指示を仰ぐ。

７ 集計結果の利用の際，2 以上の集計票の組み合わせから減算その他の計算方法によ

って特定の個人が識別できるおそれがあると判明したときは，すみやかに利用を中断

し，申請者を通して窓口組織に相談し，指示を仰ぐ。

８ 担当部署であるか否かを問わず，集計結果を使い，他の行政情報との照合等により，

個人の特定を行わない。

９ 集計結果を廃棄する際には，機密情報として適切な方法で廃棄する。

10 以上について，集計結果を利用する職員に対して周知徹底する。

11 集計結果の不適切な取扱いが判明した際には，すみやかに申請者を通して窓口組織

に報告し，指示を仰ぐ。
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市町村がん登録情報活⽤⽀援事業
によるがん検診精度管理

令和4年度の集計結果

宮城県⽴がんセンター研究所
がん疫学・予防研究部 部⻑
（兼）宮城県がん登録室⻑

⾦村 政輝
kanemura@med.tohoku.ac.jp

宮城県立がんセンター
MIYAGI CANCER CENTER 1

概 要

• 令和3年4⽉、宮城県⽴がんセンターにおいて、「市町村がん登
録情報活⽤⽀援事業」を開始

• モデル事業の実施に当たり、厚労科研「松坂班」の⽀援
令和3~4年度厚⽣労働科学研究費補助⾦がん対策推進総合研究事業
「がん登録を活⽤したがん検診の精度管理⽅法の検討のための研究
（21EA1001）（研究代表者︓松坂⽅⼠）」

• 令和4年度のモデル事業
6市町/ 県内35市町村

• うち、がん検診の精度管理
肺がん（2市）
胃がん・⼤腸がん（1市）

2
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がん検診の精度管理指標の算出結果

指標 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
感度 62.5% 56.3% 66.7% 64.3% 100.0%
特異度 98.0% 98.2% 96.5% 96.0% 97.3%
偽陰性率 37.5% 43.8% 33.3% 35.7% 0.0%
偽陽性率 2.0% 1.8% 3.5% 4.0% 2.7%

令和4年度 A市・肺がん

＊2019年については、がん登録情報が12⽉31⽇までの情報しか利⽤できなかった
ため、参考値の扱い
＊2015〜2017年については、令和3年度に実施した結果と同じ結果

3

がん検診の精度管理指標の算出結果

指標 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
感度 65.0% 61.7% 54.8% 53.1% 84.6%
特異度 96.4% 96.9% 96.8% 97.7% 97.3%
偽陰性率 35.0% 38.3% 45.2% 46.9% 15.4%
偽陽性率 3.6% 3.1% 3.2% 2.3% 2.7%

令和4年度 B市・肺がん

＊2019年については、がん登録情報が12⽉31⽇までの情報しか利⽤できなかった
ため、参考値の扱い
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がん検診の精度管理指標の算出結果

指標 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
感度 69.7% 81.8% 66.7% 82.1% 82.6%
特異度 94.0% 94.3% 93.6% 94.1% 95.0%
偽陰性率 30.3% 18.2% 33.3% 17.9% 17.4%
偽陽性率 6.0% 5.7% 6.4% 5.9% 5.0%

令和4年度 B市・胃がん

＊2019年については、がん登録情報が12⽉31⽇までの情報しか利⽤できなかった
ため、参考値の扱い

5

がん検診の精度管理指標の算出結果

指標 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
感度 93.9% 94.8% 89.8% 82.5% 91.7%
特異度 95.3% 94.9% 95.0% 95.2% 95.3%
偽陰性率 6.1% 5.2% 10.2% 17.5% 8.3%
偽陽性率 4.7% 5.1% 5.0% 4.8% 4.7%

令和4年度 B市・⼤腸がん

＊2019年については、がん登録情報が12⽉31⽇までの情報しか利⽤できなかった
ため、参考値の扱い
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市町村がん登録情報活⽤⽀援事業
によるがん検診精度管理

宮城県⽴がんセンター研究所
がん疫学・予防研究部 部⻑
（兼）宮城県がん登録室⻑

⾦村 政輝
kanemura@med.tohoku.ac.jp

令和4年度 宮城県肺がん対策協議会（2023.3.15） 宮城県立がんセンター
MIYAGI CANCER CENTER

1

概 要

• 令和3年4⽉、宮城県⽴がんセンターにおいて、「市町村がん登
録情報活⽤⽀援事業」を開始

• モデル事業の実施に当たり、厚労科研「松坂班」の⽀援
令和3年度厚⽣労働科学研究費補助⾦がん対策推進総合研究事業
「がん登録を活⽤したがん検診の精度管理⽅法の検討のための研究
（21EA1001）（研究代表者︓松坂⽅⼠）」
報告書は公開済み

https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/156453

• 本⽇は、令和3年度の結果と令和4年度の実施状況について報告

2
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令和3年度モデル事業の結果
実施⾃治体 ︓5市町 / 県内35市町村
がん検診の精度管理︓1市（肺がん）
成果物として市町村へ提供

① 市町村版のリーフレット
• 公表を前提に提供 ⇒ 受診勧奨

② 詳細な集計結果
• 内部利⽤を前提に提供 ⇒ がんの実態把握と対策の企画・⽴案

③ がん検診の精度管理指標の算出結果
• 実態把握のため

検診の受託者へ提供
① がん検診の精度管理指標の算出結果
② がん検診の受診者名簿とがん登録情報の照合結果

• 偽陰性例を把握し、精度向上に役⽴てる 3

がん検診の精度管理指標の算出結果

指標 2015年 2016年 2017年 2018年
感度 62.5% 56.3% 66.7% 81.8%
特異度 98.0% 98.2% 96.5% 96.0%
偽陰性率 37.5% 43.8% 33.3% 18.2%
偽陽性率 2.0% 1.8% 3.5% 4.0%

令和３年度 A市・肺がん

＊2018年については、がん登録情報が12⽉31⽇までの情報しか利⽤できなかった
ため、参考値の扱い
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年齢階級別の精度管理指標
指標 2015年 2016年 2017年 2018年

感度 60.0% 62.5% 100.0% 75.0%
特異度 98.1% 98.3% 96.8% 96.9%
偽陰性率 40.0% 37.5% 0.0% 25.0%
偽陽性率 1.9% 1.7% 3.2% 3.1%

40〜69歳

5

指標 2015年 2016年 2017年 2018年
感度 63.6% 50.0% 50.0% 85.7%
特異度 97.7% 98.0% 96.0% 94.8%
偽陰性率 36.4% 50.0% 50.0% 14.3%
偽陽性率 2.3% 2.0% 4.0% 5.2%

70歳以上

＊2018年については、がん登録情報が12⽉31⽇までの情報しか利⽤できなかった
ため、参考値の扱い

宮城県⽴がんセンター
がん検診精度管理専⾨委員会

委員⽒名 所属・職名

齋藤 泰紀 公益財団法⼈宮城県結核予防会
複⼗字健診センター 所⻑

佐川 元保* 東北医科薬科⼤学
光学診療部 教授

桜⽥ 晃* みやぎ県南中核病院
呼吸器外科 主任部⻑

• 令和3年度は、肺がんのみ設置し、委員を委嘱

*宮城県⽣活習慣病検診管理指導協議会肺がん部会委員
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課 題
●全県に展開する上で
1. 委託契約や利⽤申請に関する事務が多い
2. 集計・分析を⾏う⼈材確保が必要
3. 結果を全県的に扱う場がない
4. 結果の公表が難しく、信頼を⾼めるような公表の⽅法が課題
5. 精度管理の実施が市町村の意向によるため、進みにくい
⇒解決策

① 精度管理を義務づけ（法律、ガイドラインに明記）
② 国・都道府県の強⼒なサポート
③ 精度管理の結果の公表

●職域検診への展開
7

令和4年度モデル事業の実施状況
実施⾃治体 ︓6市町 / 県内35市町村
がん検診の精度管理︓2市（肺がん2、胃がん1、⼤腸がん1）

対象年︓2015~2019年
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宮城県立がんセンター がん検診精度管理専門委員名簿 

令和 5 年 3 月 1８日現在 
（敬称略・五十音順） 

肺がん（任期：令和３年 11 月 1 日～令和 5 年 10月 31 日） 
委員氏名 所属・職名 

齋藤 泰紀 公益財団法人宮城県結核予防会 複十字健診センター 所長 

佐川 元保 東北医科薬科大学 光学診療部 教授 

桜田 晃 みやぎ県南中核病院 呼吸器外科 主任部長 

胃がん（任期：令和５年３月 1 日～令和７年２月２８日） 
委員氏名 所属・職名 

加藤 勝章 公益財団法人宮城県対がん協会 がん検診センター 所長 

小池 智幸 東北大学病院 消化器内科 准教授・副科長 

大腸がん（任期：令和５年３月 1 日～令和７年２月２８日） 
委員氏名 所属・職名 

加藤 勝章 公益財団法人宮城県対がん協会 がん検診センター 所長 

志賀 永嗣 東北大学大学院医学系研究科 消化器病態学分野 助教 

只野 敏浩 公益財団法人宮城県対がん協会 がん検診センター 消化器担当
医長 

資料９



令和４年度 

がん登録情報活用に関する情報交換会 

令和５年３月２３日（木) 

１４時～１５時（オンライン） 

次 第 

１ 開  会 

２ 報告 

（１）市町村がん登録情報活用支援事業の実施状況 資料１ 

（２）少数例の秘匿に関する対応の進捗状況 資料２ 

３ 情報交換 資料３ 

（１）がん登録情報の活用方法

（２）がん登録情報を活用する上での課題

（３）更なる活用に向けて

４ その他 

（１）来年度のモデル事業について

資料10



宮城県でのがん検診精度管理事業
と今後の課題

分担研究者
宮城県⽴がんセンター研究所
がん疫学・予防研究部 部⻑
（兼）宮城県がん登録室⻑

⾦村 政輝
kanemura@med.tohoku.ac.jp

宮城県立がんセンター
MIYAGI CANCER CENTER 1

令和3~4年度厚⽣労働科学研究費補助⾦がん対策推進総合研究事業
「がん登録を活⽤したがん検診の精度管理⽅法の検討のための研究
（21EA1001）（研究代表者︓松坂⽅⼠）」

宮城県⽴
がんセンター市町村

がん検診
受託者

市町村版リーフレット等の提供
精度管理の報告・助⾔

受診者名簿
の提供

照合結果・
精度管理指標
の提供

宮城県
がん登録室

宮城県

事前相談
提供申請
照合協⼒

送付 送付

集計⽤匿名情報の提供
照合結果の提供

集計⽤匿名情報の作成
受診者名簿との照合

市町村版リーフレット等の作成
精度管理指標の算出

精度管理
委員会

精度管理の評価・助⾔

がん登録情報利⽤等審査部会

⽣活習慣病検診管理指導協議会

精度管理
の受託者

詳細な精度管理指標の算出
講習会等の開催

委託 結果報告

結果報告

宮城県のモデル事業の概要
新・宮城⽅式（県内全市町村へのがん情報の提供によるがん対策の推進）

委託

2
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モデル事業の成果
R3-4年度の2年間の実績

R3年度
• 肺がん (1市）

R4年度
• 肺がん (2市)
• 胃がん (1市）
• ⼤腸がん(1市）

市町村を、精度管理を実施す
る主体と位置付け、それを専
⾨的な機関が⽀援するという
モデル事業の実施は、法的に
整合性がとれており、実際に
実施することが可能

成果を全県的に展開する上で

解決しなければならない課題
が数多く存在

3

今後の課題
①都道府県が果たすべき役割

都道府県が主体的に取り組む
ことで、多くの課題が解決可
能
• ⾃治体への参加呼びかけ
• 委託契約の煩雑さ

都道府県⽣活習慣病検診管理
指導協議会の活⽤による全県
的な実施
• 精度管理指標の算出
• 検診受託者における精度向上の
推進

②国が果たすべき役割

市町村と都道府県が主体的に
取り組むかどうかはそれぞれ
の意向によらざるを得ない。
「がん予防重点健康教育及び
がん検診実施のための指針」
及び「事業評価のための
チェックリスト」に明⽂化
• 市町村の義務

がん登録情報を活⽤した照合
感度、特異度、偽陰性率などの精
度指標を算出し、評価

• 都道府県の義務
市町村による精度管理の⽀援

4



今後の課題
③対象者数の増加への対応

申請者
窓⼝組織での⽬視照合に過度な
負担がかからないよう、同⼀⼈
物の重複を削除した対象者名簿
を提出することが必要

窓⼝組織
対応できるスタッフを増やすこ
とが必要

申請者・窓⼝組織の双⽅
情報処理のスキルを⾼める必要

④がん登録と照合するタイミング

がん登録情報は、がん検診を
受けた年度の翌年の年末以降
の情報と照合すべき
• これより前のタイミングで照合
すると、がん登録に登録される
前の時点での照合となり、がん
の症例数が少なくなるとともに、
感度が低く算出される傾向

• 検診団体が把握するがん情報は、
この⽋点をカバーできる可能性
あり

5

今後の課題
⑤検診団体における照合結果の活⽤

がん登録情報との照合結果を
利⽤した症例検討会を実施し
たところ、現在の利⽤⽅法で
は、精度向上のための取り組
みに限界あり。
• がん登録から提供を受けたがん
情報はがんの⼤まかな部位のみ

• 診断時の画像情報がないため、
正しいかどうか振り返りを⾏う
ことは困難

診断時点の画像検査の情報が
得られることで、この問題が
解決できるが、申請した利⽤
⽅法の枠内での実施が課題

⑥がん登録情報の集計結果の活⽤

精度管理指標の結果の公開の
あり⽅に関する検討に加え、
情報のリテラシーの向上も重
要な課題
• 精度管理を安定的かつ恒常的に
進められる環境づくり

• ⾃分の住む市町村のがんの実態
等についての住⺠の理解

• 各⾃治体でのがん登録情報活⽤
に関する情報交換

精度管理指標の公表に関する
実証的な研究の実現を期待

6



今後の課題
⑦都道府県の審査会

がん検診の精度管理を全市町
村で実施する場合、数多くの
申請を処理する必要あり
• 申請⼿続きの簡略化
• 審査会の定期開催や開催回数の
増加

⑧個⼈情報保護条例との整合性

宮城県でのモデル事業
個⼈情報保護条例上、適正な利
⽤であることがわかる書類を準
備するために多くの時間を要し
た。

今後実施を検討する都道府県
• 個⼈情報保護条例との整合性を
図るため、書類の提出を義務付
けるのかどうか

• 義務付けるのであれば、要領等
で様式を定め、形式的に点検で
きるようにする
ことが望ましい。

7

今後の課題
⑨少数例の秘匿の扱い

市町村別の集計値は、少数例が
発⽣しやすい
秘匿が必要な理由

• 個⼈の特定につながるおそれ
• 不安定な集計値の公表の影響

秘匿によるデメリット
• ⼈⼝規模の⼩さな市町村に制約を
課すことになる

• 市町村間の⽐較を困難にし、精度
向上の取り組みを損ねる

少数例の秘匿の実例について全
国的に情報を収集し、その情報
を公開し、共有する取り組みが
有⽤ではないだろうか

⑩得られた知⾒のマニュアル化

宮城県を含めてモデル地域で
確認された課題については、
情報が共有され、その解決が
図られることが重要
• 既存のマニュアル

全国がん登録 情報提供マニュア
ル

⾃治体担当者のためのがん検診精
度管理マニュアル

• 新規のマニュアル

8
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 
 

和歌山県と島根県における進捗状況と今後の展望 
 

研究分担者 雑賀公美子 国立大学法人弘前大学・大学院医学研究科 
井口幹崇 公立法人和歌山県立医科大学・医学部内科学第 2 講座 

京 哲 国立大学法人島根大学・医学部産婦人科学 
柴崎 智美 学校法人埼玉医科大学・医学部医学教育センター 

 
研究要旨 
がん検診とがん登録情報の照合によるがん検診の精度管理事業は、厚生労働省の研究

班が支援し、これまでいくつかの都道府県および自治体で実施されてきた。和歌山県と島
根県は、県が積極的に関与できた事例となっている。県が主体となることで、がん登録情
報の利用の手続きや県レベルでの検診事業の評価を自治体で個別に実施せずに可能とな
ることが島根県の事例で示すことができた。また、和歌山県は和歌山市だけの事例展開で
はあるが、自治体レベルで詳細な精度管理評価を行う場合も、がん登録情報の利用や、取
り扱いについて事務的には実施することが可能との事例を示すことができた。ただし、両
者の課題としては、検診の精度管理の評価を行うことの知識が十分である者の確保が困
難であり、また検診の場合は部位によって解釈の専門家が必要になる等の問題があるこ
とも明らかとなった。 
次の取り組みとして、島根県では国が示すがん検診の指針では認められていないHPV

検査と細胞診検査の併用での検診を実施しているという問題があり、実施方法の見直し
および改善についての検討を今後実施しなければならない。そのためには、圏内自治体の
中で、細胞診検査のみで検診を実施した者、HPV検査も含めて実施した者を評価する解
析を引き続き実施する。和歌山県では、本事業を実施したことにより、感度・特異度の指
標が良い、悪いの評価以前に、要精検の定義が明確でなく、陰性、陽性以外の要経過観察
や定期検査など、がん検診結果の判定として評価できない検診結果が多くあったため、こ
の検診結果の整理を行った後、再度がん登録情報との照合により評価事業を計画してい
る。また、がん検診の結果の評価には、単年の検診の評価だけではなく、継続して検診を
受診している者の情報等も評価しなければならず、和歌山市も島根県も経年的な受診者
を特定して評価する受診者IDの利用等についてはまだ限定的にしか実施できていない。 
その他、和歌山市では引き続きの取り組みとして、読影が必要な検査方法において、偽

陰性、偽陽性の画像を特定し、読影医師のトレーニングに活用することを目指した事例展
開が始まっている。 
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A． 研究目的 
がん検診とがん登録情報の照合によるが

ん検診の精度管理事業は、厚生労働省の研
究班が支援し、これまでいくつかの都道府
県および自治体で実施されてきた。和歌山
県と島根県に関しても同様であるが、県が
積極的に関与できた事例となっている。 
本報告では、それぞれの県の実施特性の

整理と今後の展開について報告する。 
 

B． 研究方法 
和歌山県では平成29年度および平成30年

度、島根県では令和元年度から令和３年度
にそれぞれ県の検診評価事業を実施した。
照合した後の集計結果の解釈については、
令和4年度以降もそれぞれの県において継
続して実施しており、さらに新たな事業計
画を策定している。 
検診事業の評価については、両県とも厚

生労働省研究班の研究者が支援をする形で
実施した。 
和歌山県は5がんの検診の感度・特異度を

評価し、島根県では子宮頸がん検診の感度・
特異度を評価した。ただし、島根県は国のが
ん検診の指針では実施が認められていない
ヒトパピローマウィルス（HPV）検査を細
胞診に追加して検診として実施しているた
め、今回研究班では細胞診検査結果だけを
基準とした感度・特異度を算出した。感度・
特異度の算出自体はそれぞれの都道府県の
県事業報告書で報告するため、本報告書で
は実施体制と今後の課題等について整理し
た。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究では和歌山県および島根県の事業

に研究班が支援をする形で実施した。検診

受診者情報およびがん登録情報の利用につ
いては、県、自治体とそれぞれの個人情報の
利用に関して適切な利用申請等の手続きを
行った上実施した。 
 
C．結果 
和歌山県と島根県の実施体制およびがん

登録データの利用につき、表1に示した。県
が主体となることで、がん登録情報の利用
の手続きや県レベルでの検診事業の評価を
自治体で個別に実施せずに可能となること
が島根県の事例で示すことができた。また、
和歌山県は和歌山市だけの事例展開ではあ
るが、自治体レベルで詳細な精度管理評価
を行う場合も、がん登録情報の利用や、取り
扱いについて事務的には実施することが可
能との事例を示すことができた。 
ただし、両者の課題としては、検診の精度

管理の評価を行うことの知識が十分である
者の確保が困難であり、また検診の場合は
部位によって解釈の専門家が必要になる等
の問題があることも明らかとなっている。 
 
表1. 実施体制と情報利用 
 和歌山県 島根県 
実施主体 和歌山県 

和歌山市 
島根県 
（子宮がん
部会・がん登
録部会ワー
キンググル
ープ） 
 

がん登録
情報 
利用者 

和歌山県 
和歌山市 
研究班 

島根県 
研究班 

集計 
実施者 

和歌山市 
研究班 

研究班 
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課題 ・集計作業実
施のマンパ
ワー不足 
・事業評価の
解釈を行う
人材不足 
・毎年の実施
は難しい 
・和歌山市以
外の市町村
での本事業
の展開の検
討 

・集計作業実
施のマンパ
ワー不足 
・他部位の実
施が可能か
の検討 
・報告書の作
成の煩雑さ 

 
和歌山県および島根県ではがん登録情報

を検診の精度管理評価に利用することの確
認はできたが、次の展開を計画している。 
島根県は、本事業の開始の背景に、子宮頸

がん検診において県のがん検診実施要綱に
おいて、国が示すがん検診の指針では認め
られていないHPV検査と細胞診検査の併用
での検診を実施しているという問題があっ
た。このHPV検査の是非を評価し、島根県
の子宮頸がん検診の精度管理向上に向けた
実施方法の見直しおよび改善についての検
討を今後実施しなければならない。そのた
めには、圏内自治体の中で、細胞診検査のみ
で検診を実施した者、HPV検査も含めて実
施した者を評価する解析を引き続き実施す
る。 
和歌山県では、本事業を実施したことに

より、感度・特異度の指標が良い、悪いの評
価以前の問題点が浮き彫りとなった。つま
り、要精検の定義が明確でなく、いわゆる陰
性（がん疑いなし）、陽性（がん疑いありの
ため要精密検査）以外に、要経過観察や定期
検査など、がん検診として次にどのように

対応すればよいか不明の検診結果が多くあ
った。 
島根県では、HPV検査を国の指針で示さ

れている細胞診に追加で実施していること、
細胞診結果が陰性およびHPV検査結果が陰
性の場合、次回の検診時期は3年後であるこ
となど、国で示す子宮頸がん検診の実施体
制と異なる運用を行っている。今回は、国の
指針通りの検査を実施したことの評価を行
う視点で細胞診の判定結果を基準とした感
度・特異度の評価を行うことができた。 
また、がん検診の結果の評価には、単年の

検診の評価だけではなく、継続して検診を
受診している者の情報等も評価しなければ
ならず、和歌山市も島根県も経年的な受診
者を特定して評価する受診者IDの利用等に
ついてはまだ限定的にしか実施できていな
い。 
その他、和歌山市では引き続きの取り組

みとして、がん検診の事業評価として、感
度・特異度算出以外のもう１つの重要な目
的である、偽陰性または偽陽性の特定を行
う事業の実施体制整備を開始した。これは、
主に読影が必要な検査方法において、偽陰
性、偽陽性の画像を特定し、読影医師のトレ
ーニングに活用することを目指したもので
ある。偽陰性、偽陽性例の特定を行うことの
確認はできたが、がん登録情報の利用者の
制限や、画像をどこに集めて誰が抽出して
（がん登録情報の利用者として申請しなけ
ればならない）、どのように事例として公開
するのかの手順を今後整理し、好事例展開
できるように示す予定をしている。現在胃
がんの内視鏡検査の事例で検討を開始した。 

 
D．考察 
 和歌山県の事例では、検診結果の定義が
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陰性と陽性と明確ではなく、検診事業の感
度、特異度を評価することが困難であった。
よって、和歌山市は検診結果報告書、精密検
査結果報告書を整理し、検診結果の定義の
明確化、精密検査結果報告の統一化を約2年
かけて実施し、令和元年度のがん検診事業
からは検診結果を正しく評価する体制の整
備が完了した。令和元年度（2019年4月～
2020年3月）の検診事業をがん登録情報を利
用して評価できるのは、2020年のがん罹患
情報が利用できるようになる2023年夏を予
定しており、前回実施した時との結果の変
化を期待している。 
島根県の事例では、国の指針通りの検査

を実施したことの評価を行う視点で細胞診
の判定結果を基準とした感度・特異度の評
価を行ったが、実際には、HPV検査と細胞
診検査との併用の場合、HPV検査が陽性と
いう結果を見ながら細胞診の判定を行うこ
とが発生するため、細胞診検査の判定を単
独で実施する場合より、検診結果が悪く判
定されるというバイアスがあることが起こ
りえる。これらのことを踏まえて、今後HPV
検査結果を実施することの上乗せ効果等に
ついてしっかり評価することを引き続き検
討する。 
和歌山市での読影を行う検診における偽

陰性例、偽陽性例の特定と、その症例を読影
医師のトレーニングに利用する試みは、達
成できると市町村レベルでは、がん登録情
報を用いた我が国で初の事例となる。引き
続き支援を行う。 
 
E．結論 
がん登録情報を用いた検診事業評価につ

いて、県レベルでの集計および市町村レベ
ルでの集計の両者について、可能である確

認はできた。ただし、実際にこれらの評価を
行うとなると、がん検診事業評価の専門家
が不足しており、値の解釈や継続的な事業
実施は難しいという課題が挙げられた。 
また、新規事例として、がん登録情報を用

いて、読影が必要な検診方法について、偽陰
性例、偽陽性例の特定を行うことで、これら
を最小限に抑えるための医師のトレーニン
グに利用するという事例展開が始まってい
る。がん登録情報の利用規程、個人情報の取
り扱い等、慎重に検討する予定である。 
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   次の職員の（令和）4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                       

２．研究課題名 がん登録を利用したがん検診の精度管理方法の検討のための研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）検診研究部・室長                              

    （氏名・フリガナ）高橋宏和・タカハシヒロカズ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：               ） 
□   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和５年  ４ 月  １７ 日 
 厚生労働大臣  殿 
                                                                                              
                   
                              機関名  青森県立中央病院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長                       
                                                               
                              氏 名  藤野 安弘         

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                            

２．研究課題名 がん登録を利用したがん検診の精度管理方法の検討のための研究              

３．研究者名  （所属部署・職名）   医療顧問                               

    （氏名・フリガナ）  齋藤 博（サイトウ ヒロシ）                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



  令和 5年 3月 29日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人島根大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  服部 泰直       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                  

２．研究課題名  がん登録を利用したがん検診の精度管理方法の検討のための研究                                 

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・教授                                

    （氏名・フリガナ） 京 哲・キョウ サトル                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年３月３１日 
 厚生労働大臣  殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 宮城県立がんセンター 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名  荒井 陽一       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                            

２．研究課題名 がん登録を利用したがん検診の精度管理方法の検討のための研究            

３．研究者名  （所属部署・職名）研究所がん疫学・予防研究部 部長                 

    （氏名・フリガナ）金村 政輝（カネムラ セイキ）                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年４月５日 
 厚生労働大臣  殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 埼玉医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名   別所 正美        
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                            

２．研究課題名 がん登録を利用したがん検診の精度管理方法の検討のための研究              

３．研究者名  （所属部署・職名）    医学部医学教育センター ・ 教授                              

    （氏名・フリガナ）    柴﨑 智美 ・ シバザキ サトミ                         

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年  ３月 １０日 
 厚生労働大臣  殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 和歌山県立医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  宮下 和久         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                            

２．研究課題名 がん登録を利用したがん検診の精度管理方法の検討のための研究              

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部・准教授                                  

    （氏名・フリガナ）井口 幹崇（イグチ ミキタカ）                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 和歌山県立医科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年３月２４日 
 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人 弘前大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学 長 
                                                                                      
                              氏 名 福田 眞作           
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                 

２．研究課題名 がん登録を利用したがん検診の精度管理方法の検討のための研究                   

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学研究科 ・ 助教                                  

    （氏名・フリガナ） 田中 里奈 ・ タナカ リナ                                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


